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〈論 説〉

横浜市ごみ問題の計量経済学的研究

桐 谷 維

1章 横浜市ごみ状況と計量分析

1.研 究の構想

本研究の目的は,横 浜市の廃棄物の排出 ・収集 ・処理問題に対 して計量経済

学的分析を施すことである。横浜市の ごみ問題に関する計量経済学的研究は,

これまで本格的に行われたことがなく,実 際に,必 要な統計データが時系列的

に整 っていないので,現 状ではまだ ト分な解析を行 うことができない。それ故,

本研究では,ご みに関する本格的な計量経済学的分析の前哨的研究と して,各

種のごみ変数が横浜市の経済的諸要因によってどのように説明されるかを摘出

する変数選別を主要な目的 とする。

横浜市のごみに関する統計データは,年 度別と月別のデータが利用可能であ

るが,横 浜市民経済計算の統計データは年度別データしか利用 可能ではない。

それ故,ご みの月別データによる分析は実行 口J能ではない。 このようなデータ

上の制約により,ご みの計量分析は統計的にもっぱら年度別データに頼 らざる

を得ず,現 時点では,月 別データを利用 して必要 な標本観測値の大 きさを確保

する操作は不可能であり,月 次接近は到底望み得ない。また,横 浜市の ごみ統

計は,1992年 度以降の比較的最近になって詳細 な仕訳が行われたので,よ り仔

細な分析を行 うためには,適 当な標本の大きさが得 られるまで,多 少,時 間の
Ca)

経過を待つ必要がある。

従 って,本 研究では,横 浜市のごみ ・廃棄物の排出と処理の計量分析に関 し

て,取 りあえず,各 様な回帰分析を実行 し,変 数間の因巣関係について堅固な
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手掛か りを掴む ことが,こ こでの当面の課題 となる。また,回 帰分析を行 う際

に,実 態観察の成果 とともに,で きるだけ経済理論の枠組に整合することが望

ま しいので,モ デル化に際 して経済学の理論的な根拠を十分に配慮することと

する。

経済理論により要求される変数項 目について,必 要な統計データが必ず しも

利用可能でない場合,な るべ く経済理論に沿いなが ら定式化を変更 し,次 善的

な接近 として,代 理変数を用いるとか,形 式を変更するとか,暫 定的な操作を

施すことがある。 このような操作 は,な るべ く詳 しく解説するように努めた。
(2)

また,推 定の結果 はII章 で示すが,相 関関係が非常 に希薄で因果関係が認あら

れそ うにない場合でも,何 らかの否定的貢献が認め られると思われる推定結果

はs併 せて紹介することとした。

2.横 浜市 の ごみ 収集 ・搬 入 と処 理

横 浜 市 の ごみ収集搬入量 の推移 を見 ると,図 一1で 示 す よ うに,わ れわ れ の標

本 期 聞 中 の1975年 度 の811,875ト ン か ら1995年 度 の1,504,083ト ン ま で

1.85倍 まで 増 え,年 間3.1%の 率 で 増 加 した。 この 期 間 中 の推 移 を見 ると,

1978年 度 まで増 え て,以 後,1983年 度 まで一 服 し,そ の後,1989年 度 まで急増

し,そ の後 はま た平 坦 に な って い る。 この推移のパ ター ンは他の各種 ごみ排 出

量 に とって もほぼ同様 に現れ るが,横 浜rl∫は,特 に事業 系 ごみ にっ いて急激 に

増 加 す ると予想 して警戒 してい る(図 一2)。横 浜 市の試 算 によ ると,ど の よ うな

予 測 を行 った か は不 明 であるが,2010年 度 の予 測値 は,ご み収集 搬 入 量が269

万 トンに達 す る と して い る。 そ こで横浜市 は,一 般 廃棄 物 処理 計 画 を策 定 し,

ごみ の減 量 化 と資源 化 を図 り,こ の予 測 数 値 を187万 トンに押 さえ る計 画 で あ

る。

横 浜 市におけるごみ処理上 の分類 は次 のよ うである。 まず,横 浜 市環 境 事 業

局 が収 集 す る ごみ は,① 家 庭 ごみ,② 粗 人 ごみ,③ 事 業 系 ごみ,④ そ の他,に

分 け られ る。 その他 ごみ の 内容 は,河 川 清掃 ごみ,不 法 投棄 ごみ等 で あ る。 横

浜市 の収集 と事業 の搬入 による ごみの組成 は,例 え ば1991年 度 で は,紙 類 が最
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も多 く38%で あ り,以 下i厨 芥 類 の27%,プ ラス チ ック類 の14%と 続 き,こ れ

らの増 加 が著 しい。

3横 浜市ごみ処理の沿革

日本経済の高度成長 に伴 う,ご みの量的増加 と多様化に対処 して,昭 和45

(1970)年12月 に 「廃棄物の処理及 び清掃に関する法律」(廃棄物処理法rま たは廃
ゆ

掃法)が 国 の レベ ルで制 定 され,事 業 活 動 に伴 う廃 棄物 に対 す る事業者 の責任

が明確化 された。これを受 けて横浜市で は,昭 和46(1971)年12月 ,「横 浜市 廃

棄 物 の処 理 及 び清掃 に関 す る条例」を制定 し,昭 和47(1972)年 に一 般 廃 棄物 処

理 業 者40件 に許 可を与 え,事 業 系 ごみ処 理 体制 の確 立を図 った。

昭和51(1976)年6月,「 廃 棄物 処 理 法」(昭 和52(1977)年3月 施行)が 産 業廃

棄 物 関係 を中心 に一 部 改 正 されたので,こ れ を受 けて,昭 和52(1977)年10月,

「横 浜市 廃 棄 物 の処 理 及 び清 掃 に関す る条例」 もまた一部改正 された。

平成3(1991)年4月,「 再 生 資源 の利 用 の促進 に関 す る法律」(平 成3(1991)

年10月 施行)の 制 定 と 「廃 棄物 処 理 法」 の改 正(平 成4(1992)年7月 施行)は,

地 球 規模 の環 境 保全 を 目途 した ものであ ったが,廃 棄 物 の排 出抑 制 と分別 ・再

生 の考 え方 をよ り鮮 明にす るものであ った。平成4(1992)年9月,「 横 浜 市 廃棄

物 等 の減 量 化,資 源化 及 び適 正 処 理等 に関 す る条例」(平 成5(1993)年4月 施行)

が制 定 され た。

平 成5(1993)年3月,横 浜 市 内 の30%地 域 を対 象 に缶 ・びん の分 別 収 集 を開

始 し,平 成7(1995)年10月 に は分 別 実 施地 域 を全 市100%に 拡 大 した。 ま た,

横 浜 市 は,平 成9(1997)年1月,手 数 料 制度 の改 正 を行 い,「 粗大 ごみ の有 料

化 」と 「事業 系 ごみの全量有料化」を実施 した。これによ り,廃 棄 物 の減量 化 ・

資 源化,事 業者 の 自 己管 理 責 任及 び公平 な負担の確保 を目指 したので ある。(表

1を 参照せよ。)

事 業 系一 般 廃 棄物 は,横 浜 市 が収 集 ・運 搬 ・処 分 す る とき,1kgに っ き26

円 を徴 収 す る。 家庭 か ら排 出 され る粗大 ごみ は,横 浜 市が収 集 ・運 搬 ・処分 す

る と き,1kgに っ き26円 を基準 と して品 目別 に規 則 で定 あ る額 を徴収 す る。
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(表2の 粗大 ごみの品目別手数料表を参照せよ。)

4.ご み収 集 と処 分

法 律上,「 産 業 廃棄 物 以外 の廃 棄物 」で 日常生活 に伴 って排 出され る ものを一一

般廃棄物 とい う。一般廃棄物で,家 庭 か ら排 出 され る もの を家 庭 系一般廃棄物

と呼び,ま た,廃 掃 法 で産 業 廃棄 物 に指 定 され ている19品 目 を除 き,商 店 ・事

務所 ・工 場等 か ら排 出 される廃棄物 を事業系一般廃棄物 と呼ぶ。(以 下,本 節4

で参考 と して挿入する数字 は,平 成9(1997)年 度の実績値である。)

4.1家 庭ごみの収集

横 浜 市の家庭 系 ごみ収集 は,平 成9(1997)年4月 現 在,横 浜 市内 の全 世帯 数

1,285,749世 帯 を対 象 と して い る。 これ ら全 世帯 か ら排出 される家庭 ごみ,資

源 ごみ,粗 大 ごみ は,現 在,横 浜 市 内17の 環 境 事 業局 事 務 所 が各 管轄 区域 内

で,そ の収 集 を行 って い る。 この 市内17の 事務 所 と は,鶴 見,神 奈 川,西,中,

南,港 南,保 土 ヶ谷,旭,磯 子,金 沢,港 北,都 筑,緑,戸 塚,栄,泉,瀬 谷

事 務 所 で あ る。

ま た,一 部,事 業 活 動 に伴 って排 出 され る ごみを収集 し,地 域 の清 潔保 持 や

生活 環 境 保全 の ために不法投棄 ごみ ・放置 自転車 の処理 を行 い,一 部 河川 の清

掃,お よ び犬猫 等動 物 の死体 処 理 を行 っている。

家庭 ごみの収集回数 は週3回,定 め られ た曜 日に集積 所 で行 う。排 出方法 は

原則 として,蓋 付 き容 器 に よ る ステ ー シ ョン方式 によ るが,一 部,高 層 集合 住

宅 に お いて コ ンテナ方 式や 自動貯留排出装置 を採用 している。今後 も,中 高層

集 合 住 宅 にっ いて は この方式 を採用す る方針 とされ る。また,み な とみ らい21

地 区 の管 路収 集 区域 で は随 時,管 路 で収 集 して い る。(表7を 参照せよ。)

4.2中 継 基 地

収集地区と焼却工場との距離が遠い一部の地区では,ご み搬送の効率化を図

るために,中 継基地 として6ヵ 所の輸送事務所を設 けている。すなわち,港 北
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(280t/日),磯 子(500t/日),戸 塚(200t/日),神 明 台(500t/日),神 奈川(400t/

日),長 坂 谷(300/日)の6輸 送 事 務所 で あ る。 中継 方 式 は,港 北 輸 送 事 務所 が

ピッ ト・ク レー ン方式,長 坂 谷 輸 送事 務 所 が平 面 中継,そ の他 事務 所 は コ ンパ

ク タ ・コ ンテナ方式で あ り,輸 送 事務 所 で ごみ を大 型車 に積 み替 えて焼却工場

へ輸送 して いる。(表3を 参照せよ。)

4.3焼 却 工 場

横 浜 市 が 収 集 す る 家 庭 系 ご み(LO45,360t)は,そ の ほ と ん ど が 焼 却 処 理

(999,2231)さ れ,一 部 は 埋 立 処 分(4,251t)さ れ て い た が,最 近 は 資 源 化(41 ,761

t)さ れ る分 が 多 くな っ た。

事 業 系 ごみ は,横 浜 市 の 許 可業 者 に よ り搬 入 され る ごみ と事 業 主 体 が 直 接 搬

入 す る ごみ か ら成 り,や は り焼 却(481,657t),埋 立(13,178t),資 源 化(3 ,301t)

に 回 さ れ る。

家 庭 系 ご み と事 業 系 ご み の 焼 却 処 理 分 は6焼 却 工場 へ 送 られ て 焼 却 され る。

焼 却 工 場 は,鶴 見(1,200t/日,1995年 竣rl),港 南(900t/日,破 砕60t/5h,1974年

竣 工),保 土 ヶ谷(1,2QOt/日,破 砕60t/5h,1980年 竣 一D,旭(▽ 日r改 修中),都 筑

(1,200t/IL破 砕33断60t/5h,回 転 式20t/h,1984年 竣ll),栄(L500t/日,破 砕60t/

5h,1976年 竣1_)の6工 場 で あ る。(表4を 参照 せ よ。)

4.4埋 立

家 庭 系 ご み(4,251t)と 事 業 系 ごみ(13,178t)の 埋 立 処 分 は,神 明 台 処 分 地(全

容量8,049,700m$,残 余容量2,663,166m3;1973年)と 南 本 牧 廃 棄 物 処 分 場(全 容量

2,990,000m3,残 余 容量1,915,382ma;1993年)に 送 られ て埋 め 立 て られ る
。

家 庭 系 ごみ の 「保 管 」 分(125t)は,神 明 台 処 分 地 に お い て 保 管 さ れ る が,こ

れ は ほ と ん どが 使 用 済 み 乾 電 池 で あ る。(表8を 参 照せ よ。)

4.5資 源 化

「資 源 ごみ 」 と は,紙 鉄 屑,ア ル ミニ ウ ム,ガ ラ ス び ん,布 等,再 生 利 用 可
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能 な ごみ を い う。家 庭 系 の 資 源 ごみ(41,761t)と 事 業 系 の 資 源 ごみ(3,301t)は,

次 の 資 源 化 施 設 に送 られ て再 利 用 に 向 け て 処 理 さ れ る。 す な わ ち,鶴 見 資 源 化

セ ン タ ー(資 源 ごみ50t/日,不 燃性 粗大 ごみ100t/日,可 燃性 粗大 ごみ50t/日,1995

年 竣工),緑 資 源 選 別 セ ン タ ー(資 源 ごみ40t/日,1993年 竣 工),戸 塚 資 源 選 別 セ ン

タ ー(資 源 ごみ60t/日,1995年 竣 工),お よ び グ リー ン コ ン ポ ス ト製 造 施 設(樹 木

舅定枝25t/日,1992年 竣L)で あ る。(表5を 参 照 せよ。)

4s粗 大 ご み

粗大 ごみ は,家 庭 生活 か ら排 出 され る大型 の ごみであ り,電 気製 品,家 具,

自転車,布 団等 の大 型生 活 用 品廃 棄 物 を いい,そ の収集 は17環 境事 業 局事 務 所

が,家 庭 ごみ と併 せ て,電 話 申込 制戸 別 収集 を行 って い る。す なわ ち,市 民 は

居 住地 区 を担 当す る環 境 事業局事務所 に電話 で申 し込 み,粗 大 ごみ搬 出 の 日時

等 の指 定 を受 けるのであ る。 粗大 ごみの電話 による申告制戸別収集 は,平 成2

(1990)年 に開始 され,平 成8(1996)年12月 まで は個 数 制 限付 きの無料(月1回

4個 の制限があった)で あ ったが,平 成9(1997)年1月 以 降 は有料 に な った。粗 大

ごみ の手数料 は,横 浜市 指 定 の金 融 機 関,郵 便 局 で専用 納 付 書を用 いて料 金 を

前払 いす る。納付 書は金額別 に色分 けされているか ら,粗 大 ごみ に この 金額 の

シー ルを張 り,電 話 で確 認 した場 所 に出 す。特 に,昭 和47年 以 前 に製 造 され た

家 電製 品(テ レビ,電 子 レンジ,エ ァコン)に はPCB(ポ リ塩化 ビフェニール)が 使

わ れて い るので メ ーカ ー に依 頼 してPCBを 除 去 して か ら収 集 を 申 し込 む。

収 集 された粗大 ごみ(33,683t)は,・J燃 物,不 燃物,資 源 物 に分 別 され,焼 却

工 場 へ 回送 され る もの と,埋 立 処 分場 へ その ま ま直送 され る もの とがあ る。横

浜市 の粗大 ごみ処理施設 は,鶴 見 資源 化 セ ンター(不 燃性粗大 ごみloOt/日,可 燃

性粗大 ごみ150t/日,1995年 竣工)で あ り,・J燃 物 の焼 却 後 の灰 や不燃 物 は処分地

で埋立処分 され る。金属類 は資源化 され る。家庭電化製品や金属製品 は,鶴 見

資 源化 セ ンターで破 砕 処理 を施 し,一 部 は回転 式 破 砕機 に掛 け られ,金 属 類 を

抽 出 して資 源 化 が図 られ る。特 に,冷 蔵庫,エ ア コ ンは冷 媒 に使 用 され て いる

フ ロンの回収が行 われて いる。(表6を 参照せよ。)
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粗大 ごみ について平成8(1996)年 度 に前 年度 比30.7%増 で あ ったが,こ れ は

粗 大 ごみ収 集 の有料 化 実 施 を前 に収集依頼 が集 中 した ことに依 る。 また,金 属

類 の 回収量 も32.7%の 増 加 とな った。

5.行 動方程式の指定

5.1横 浜市民所得

横浜市が一年度内に収集 し,ま たは搬入を受 け入れるごみ量(RC)は,横 浜

市民の消費 と生産の経済活動に依存する。それ故,こ こでは,ご みの排出に最

も関係があると思われる生産;所 得変数群 と消費変数群の概念を要約的に解説

する。

名目市内総生産(G1)P)は,横 浜市内の経済主体が一年度内に新 しく追加的に

生産 した最終的生産物(財 貨サービス)の 現行市場価格表示の付加価値額を表

す。この場合,「市内」とは,生 産に携わる主体の居住地が横浜市外であっても,

横浜市内で生産活動 を行 った結果,産 出された付加価値であることを意味す

る。また,「総生産」とは,こ の財サービスの生産により生 じた資本減耗を考慮

しない計数であることを意味する。この名目市内総生産(GDP)は,生 産活動に

より新 しく追加 された財貨サー ビスの供給であり,財 貨サービスの需要である

名 目市内総支出(GDE)と 事後的に(expost)等 しい。

市内総生産 篇市内純生産+固 定資本減耗+間 接税一補助金

=民 間最終消費支出+一 般政府最終消費支出+市 内総資本形成

+純 移出+統 計上の不突合(*1)
(4)

経済理論 上,事 前的な(exante)意 味で,(*1)式 は,財 貨サー ビスの供給量

と需要量が等 しくなる市場均衡条件を現行市場価格表示で表 したものであり,

事後的には,供 給主体の受取額 と需要主体の支払額が事後会計的に等 しくなる

ことを述べている。

5.2所 得ヂータの実質化

実質 市内総 生 産(GDP')は,横 浜 市 内 の経 済 主 体 が一・年 度 内 に新 しく追加 的
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に生産 した最終的生産 物(財 貨サー ビス)の,あ る基 準 年 次価 格 表示 の付加 価値

額 を表す。基準年次価格表示 の付加価値額 は,本 質 的 に は物 理 的量 を表 す こ と

に な る。

一般 に,実 質市 内総 支 出(GDER)の デ ー タは次 の よ うに作成 され る。市場価

格表示 の名 目市内総支出(G1)E)の 構 成 項 目の名 目値(例 えば}民 間最終消費支出)

をT該 当す るデ フ レー ター(例 えば,消 費者物価指数)で 除 す る ことに よ り,構 成
(5)

項 目の実質値 が求 め られ る。通常,こ れ らデ フ レー ター は,関 連 す る物 価 指数

の基 準年 次 に お ける数値を100と 置 いて設 け られ て い る。 この よ うなデフ レー

ターで各構成項 目の名 目値を除 し,得 られ た実質 値 を合計 す ると実 質市 内総生

産 が得 られ る。 この実質市内総生産で名 目市内総生産 を除す ことによ り市内総

生産 デ フ レー ターが求 め られ るのである。

横浜市の市民経済計算で は,資 料 上 の制 約 に よ る と して,上 述 の通常 の手 順

とは異 な る便 法 を用 いて い る。 まず,① 名 目市 内総 生 産 の各 項 目 の デ フ レー

ターと して,国 民 経済 計 算 の各項 目の デ フ レー ターをそのまま援用 している。

また,② 純 移 出 と統計 上 の不 突 合 を一 括 して残差 と して扱い,こ れ らを除 い た

項 目の名 目値 の合 計 を実質値 の合計 で除 して市内総支 出デフ レー ターを求めて

いる。① につ いて,各 項 目の デ フ レー ター とな るべ き物価指数 は本来,横 浜 市

に限 定 され る物 価 指 数 で あ ることが望 ま しいか ら,国 民 経 済 計 算 の デ フ レー

ター を援 用す るの は一 っの近似であ る。 また,② につ い て,純 移 出 と い う重 要

な意 味 の あ る統計値 を残差 と して求 めざ るを得 ない ことか ら,得 られ る市 内総

支 出 デ フ レー ター は,あ り得 べ き真 の値 か ら乖 離 す る と思われ る。

ごみ発生方程 式 の定式化 において必要 とな る実質所得変数群 を用意 す る際
(s)

に,横 浜 市 が 作 成 した 市 内 総 支 出 デ フ レー タ ー(DFODE)を 用 い た 。 こ れ を用 い

て 追 加 的 に作 成 した 統 計 デ ー タ ー は次 の4項 目 で あ る。

@実 質 市 内 純 生 産(NDPR):要 素 費 用 表 示 の 市 内 純 生 産(NDP)を,市 内 総 支 出

デ フ レー ター(DFGDF.)で 除 した もの とす る。(た だ し100を 掛 けて補 整す る。)

ノ>Z)1=)1+'e(ノ>L)P/1)FoDE)×100(*2)

⑤ 実 質 市 内 雇 用 者 所 得(DEIR)=名 目市 内 雇 用 者 所 得(DEI}を,市 内 総 支 出 デ ブ
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レー ター(DFcDE)で 除 した もの とす る。(た だ し100を 掛 けて補 整 す る。)

L)Elx=・=(DE〃DFGD忍)×100(*3)

◎ 実 質 市 民 所 得(ZIR):要 素 費 用 表 示 の 市 民 所 得(zの を,市 内 総 支 出 デ フ レー

タ ー(DFGDE)で 除 して 実 質 化 した もの とす る。

ZIP～篇(ZI/1)F'GDE)×100(*4)

⑥ 実 質 市 民 雇 用 者 所 得(ZE∫ 丑):名 目市 民 雇 用 者 所 得(ZEI)の 変 数 を 市 内 総 支 出

デ フ レー タ ー(1)FODE)で 除 した もの とす る。

ZEIR=(ZEI/1)FGDE}xXOO(*5}

5.3時 の遅れモデル

t期 の説 明変 数Xtが 被 説 明 変 数 呂 に及 ぼ す効 果 が 過 去 に遡 って指数関数 的

に無限 に減少的であ ると仮定 す るKoyck型 の 単純 な方 式(scheme)は,次 の よ
C7)

う に 提 出 さ れ る。

y,二 α十 わ{X,十 λX,-1十 λ2X卜2十 … 十一λ"Xト ガト…}十ul

;α 十b{X,十 λ五X∫ 十 λ2L2X,十 … 十 ληゐπX,十 …}十 勧

一 α+わF1π 肋(*6)

た だ し λ は1よ り小 の 正 数0≦ λ<1で あ り,Lは 」LSκ`=xt-Sと な る よ う な 遅 れ

(g}

の 作 用 素 で あ る 。 ま た,utはt期 の 撹 乱 項 を 表 す 。

(*6)式 の 両 辺 に1一 λム を 掛 け て,整 理 す る 。

(1一 λ、L)yt=一一(1一 λL)α+乙 レX,十(1一 λ、乙)z4,

よ っ て,最 終 的 に

y∫二=(1一 λ)α 十bXt十ayr,_1十(uガ ー λut-1)(*7)

を 得 る 。 さ ら に,Ztを 別 の 説 明 変 数 と し て,も し二 っ の 説 明 変 数X,とZtが と

も に 指 数 関 数 的 に 無 限 に 減 少 的 で あ る と仮 定 す る な ら ば,

Yt=a十 わ(X,十 λX卜 重十 λ2X,-2十 … 十 λ"X,_π 十 …)

十c(z,十 λZt-,十 λ2z,_2十 … 十 λ"z,_.π 十 …)十u`

=α 十b(X,十 λ、LX`十 λ2、LzXt十 … 十nLnxt十 …)

+C(Zt+λ ムZ,+λ2L2Z,+…+λ π〃Z,+…)+ul
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1(bX

t+cZt)+ut
=a十

1一 λL

と な る。 上 式 の 両 辺 に1一 λLを 掛 け て,整 理 す る 。

(1-一 λL)Yt=(1一 λL)α 十 δX,十cZ十(1一 λゐ)ul

よ っ て,最 終 的 に,次 の 形 式

yt(1一 λ)α 十bXt十cz`十 λy卜1十(ut_.au卜1)

が 得 ら れ る。

C*g)

(*9)

6.事 業系ごみ定式化の経済理論的背景

6.1生 産関数接近

事業系 ごみは,商 店,事 務所,工 場等か ら排出される廃棄物のうちで廃掃法
fig)

(廃棄物処理法)で 指 定 され た19種 類 の産 業 廃 棄物 以 外 の 廃棄 物 を い う。事業系

ごみ は,基 本 的 に企 業 の財 サ ー ビスの生産活動 に伴 って発生 す る産 業廃棄物 で

あ り,負 の効 用 を もた らす結 合生 産 物 として捉え られるか ら,こ の定 式 化 は生

産 関数 の定式 化 と軌 を一 にす る。

第一 の接近 は,生 産 関 数 を援 用 し,投 入 と産 出 の物 理 的 な量 的 関係 のみを摘

出す る ものであ る。一般 に,企 業 の結 合生 産 物 をQ1,g2,生 産要 素 をx,,xzと 表

せ ば,陰 関数 形 式 で の生 産 関数Fは

F(91,Q2;xl,x2)-0(*10)

と書 か れ る。σ1を生 産 物,Q2を 生 産 活 動 に伴 う結合 生 産廃 棄 物 としてi(*10)

式 をQzに つ いて解 け ば,陽 関数 形 式 の廃棄 物 排 出 関数 が 得 られ る。

Q2=∫(Q1;xl,x2)(*11)

この形 式 は生 産 関数 そ の もの で あ り,線 形 形式

Q2=篇α十・b(11一トcxl-}-6Z■2→-u(*12-1)

ま た はCobb-Douglas型 の指 数 関 数形 式

q2--Axi≪,xis,qlr,eat,u(*12-2)

の二 っ が想 定 され る。た だ し,`は 時間,uは 撹 乱 項 を 表す 。(*12-2)式 のes`の

項 はSolow型 の中立 的 技 術 進 歩 を表 し,時 間 の経 過 と と もに ごみ排 出関 数が
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シ フ トす る構 造 に な っ て い る。

第 二 の 定 式 化(*12-2)は,ま ず,両 辺 の 自然 対 数(ln)を 取 る。

Xng2=1nA+alnx,+β1rLπ2+71nQ1+δ'+lnu(*12-3)

この(*12-3)式 で 各 変 数 の 対 数 間 の 関 係 は線 形 に な る か ら,通 常 の最 小2乗 法
(io)

を適用 して推定す る。なお,具 体 的 に は,Qzを 事 業 系 ごみ排 出量 ,4tを 生 産 量,

xlを 資本 ス トック,x2を 労働 量,tを 時 間 とす る。

6.2利 潤極 大化 接近

別 の 接 近 は,企 業 行 動 の 利 潤 極 大 化 行 動 の 過 程 ま で 織 り込 ん だ 定 式 化 で あ

る。企 業 の 利 潤 は,利 潤Tl=収 入m費 用Cと 定 義 さ れ る。収 入Rは 生 産 物 価

格 と生 産 量 の 積 で あ り(R=p,・Q1),費 用Cは 各 生 産 要 素 の 価 格rl ,r,に 対 す る

生 産 費 用rlxl+γ2κ2と 生 産 廃 棄 物 の 排 出 量Q,の 処 理 費 用 ρ2σ,の 和(71κ1+r、 ■、

+ρ292)で あ る。 よ って,利 潤 は

π 幕ρ・σ一r,x一72κ2}ρ29・(*13)

で あ り,こ れ に 生 産 関 数91=∫(xl,κ2,Qa)を 代 入 す る。

π 一plf(xl,x2,Q2)rlxビ ー72κ2-一ρ2(r2(*14)

利 潤 極 大 化 の1階 条 件 は次 の よ う に な る。

∂π/∂冤1==ρ1の/∂冤1-71・=・0(*15)

∂π/∂晩=ρ1∂ ノ7∂x2-rz-0

∂π/∂σ2こρ1の7∂qa‐pa=0

よ って ・ こ れ ら3式 を 連 立 方 程 式 と して 解 け ば,最 適 解 と して 次 の 同 時 解 が 得

られ る。 同 時 解 は どれ も,生 産 物 価 格 ρ1,廃 棄 物 処 理 費 用pz ,生 産 要 素 価 格 ハ

とrZを 変 数 と す る関 数 に な る。

x,=二φπ1(ρbY2,r,,γ2)(*16-1)

κ2==φx2(pl,ρ2,rl,r2)(*16-2)

Qz=φg2(pl,1)2,rl,r2)(*16-3)

上 掲 最 後 の(*16-3)式 が 産 業 廃 棄 物 発 生 関 数 な い し事 業 系 ごみ 排 出 関 数 と して
C11)

用 い られ る。
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6.3線 形 形式 にお ける資本 ス トック

線 形 形 式

4z=a+わ σ1+cx,+dx2+u(*12-1)

を想 定 す る と,資 本 ス ト ックx、 は,前 期 の 資 本 ス ト ッ クx° と投 資 △xlの 和

xl==x° 董一←・△x1(*17)

と定 義 さ れ るか ら,(*12-1)式 は

ρ2=α+わ91+α 圭+dxz+u

=a十 わ91+c(x。1十 △xr)十dκ2+u

{a+cx°1)+bq,+cOx,+dxz+u{*18)

と書 か れ,初 期 の 資 本 ス トッ クx°zは 切 片 に 含 ま れ て しま う。 そ れ 故,こ の 場 合

に は,資 本 ス トッ ク の代 わ り に投 資 △xlを 説 明 変 数 と して 用 い る こ と が 許 容 さ

れ る。

7.oLs推 定 量

yrを 被 説 明 変 数x2,X3,…,-Xkを 説 明 変 数,utを7乱 項 とす る。 期 間t=1,

2,…,nに 対 す る各 変 数 の観 測 値 をy、,X2、,X3t,…,Xktと す れ ば,観 測 値 ベ ク

トル 〃 と観 測 値 行 列X,麗 乱 項 ベ ク トルu,誤 差 ベ ク トルe,お よ び 係 数 ベ ク ト

ル β が 次 の よ うに 書 か れ る。

一「1卜賑劃 一liレ1{レ匿1

0LS(通 常最小2乗 法)の 仮 定① ～⑤ を設 け る。 す なわ ち,yの 標 本 観 測値 の

ベ ク トル 〃 は,説 明変 数Xの 標 本 観 測 値 の ベ ク トルxと 撹 乱 項 ベ ク トルuの

1次 結 合 と して表 され る。

① 〃=β1κ1+β2エ2+…+β 轟+U

こ こで β1を切 片 とす るか ら,κ1は 要素 がす べ て1の ベ ク トルに な る。 これ を行

列 表 記 で書 き直す。

〃=濁 β+u



横浜市ごみ問題の計量経済学的研究305

撹乱項uの 期 待 値 を ゼ ロ と仮 定 す る。 ま た,撹 乱項 の分 散共 分 散 行列 は σ27

に等 しい。 す な わ ち,πt(ゴ ー1,2,…,n)の 分 散 はす べ て のkに 対 して等 し く,
(12)

uiと 笏(Z,j=1,2,…,n)の 共 分 散 は ゼ ロ と仮 定 す る。(同 質 散布性)

②E[u]-4

③E[uu']一 σ2∬

④ 観 測 値 行 列 の 階 数 ρ は変 数 の個 数kに 等 し い。ρ(X)-k

⑤ ■ は非 確 率 的 行 列 で あ る。

誤 差 項 は θ=〃-Xゐ と書 か れ る か ら,誤 差 の2乗 和 を 最 小 に す る よ うな 係 数

ベ ク トルbを 求 め る。 よ って ,誤 差 の2乗 和 は

e'e=(〃 一κわ)'(〃-xb)=〃'〃-2b'x〃 十ゐノX/Xb(*19)

そ れ故,

∂e/e/∂b=篇 一2X'〃 十2X/Xゐ==0(*20)

よ って,

be(X/X)　 雇X'〃(*21)

を得 る。 このbを 最 小2乗 推 定 量(LeastSquaresEstimator)と い う。

推 定 値 の 標 準 誤 差(standarderroroftheestimate)は

s2㍉ 錫(*22)

の平方根 と定義 され,撹 乱 項uの 分 布 の標準 偏 差 σの推 定量Sを 表 す。 この と

き,E[S2]=σ2が 導 か れ る。 す なわ ち,標 本 分 散S2の 期 待 値 が分散 σ2で あ る。

nn‐

決 定 係 数1～2は,説 明 さ る べ き総 変 動 Σyピ2=Σ(Y-Y「)2の うち,推 定 方 程 式
ユロ 　 i=1n

0n　 　

によ り説明 され た変動 の部 分 Σ}72筐 Σ(Y-Y)2の 比 を表 しs相 関 係 数Rの2
tl伊1

乗 で あ る。

nは 標 本 の 大 き さ(samplesize)を 表 し,推 定 に用 い られ た デ ー タ の 個 数 を い

う。 ま た,d.f.は 自 由 度(degreesoffreedom)を 表 し,n--kに 等 しい 。kは 推 定

方 程 式 で 用 い られ た 変 数 の 個 数,す な わ ち,被 説 明 変 数yと 説 明 変 数X2,

X3,…,Xkの 個 数 の 和 で あ る。

推 定 係 数 ベ ク トルbは 確 率 変 数 の ベ ク トル で あ り,確 率 分 布 に 従 う。bの 分

散 共 分 散 行 列 はvar(の=σ2(X'X)『1と 書 か れ,こ れ の 対 角 要 素 σ2砺 はbの
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対 応 す る要 素bxの 標 本 分 散(samplingvariances)で あ り,そ の平 方 根 を 標 準 誤

差(standarderror)と い う。 た だ し α。は逆 行 列(X'X)　 1の2番 目 の対 角 要 素 を

表 す 。 標 準 誤 差 は小 さ い ほ ど良 い。

t検 定 量 は,t分 布 を 用 い て 無 相 関 帰 無 仮 説H。:iを 検 定 す る検 定 統 計 量

で あ る。t検 定 量 は次 の よ う に導 出 さ れ る。

b「 β、
～`(n-k)a=2 ,3,…,k(*23)t

s>蚕

上式に仮説値 β、=0を 代入 し,求 め られるt値 が棄却域 に落ちるな らば,帰 無

仮説を棄却すればよい。

H章 横浜市ごみ方程式の推定

本章 の最小2乗 推定 式 の推 定 結 果 の表 示 は,次 の よ うに行 う。

[推定 式 の表示]

〃=わ1×1+b2x2+…+わkxk

C)C

[][]

SE一 誤 差項 の標準 誤 差,1ぞ2=決 定 係 数,n標 本 の大 き さ,d.f一 自由度(-

n-k)。 ただ し,推 定 式 の係数 の下 に あ る()内 は推 定 係数 の標準 誤 差 を表 し,

[]内 は推定 係 数 のt検 定量 を表 す 。

使 用 す る統 計 デ ー タにつ いて,横 浜 市民 経 済計 算 関連 の経 済 変 数 の単位 は原

則 と して 「百万 円」で あ り,横 浜 市 ごみ 関連 変数 の単位 はす べて 「トン」 とす

る。

使用す る変数記号 は,そ の一 覧表 を巻末 に用意 して あ る。 また,関 連 す る グ

ラ フ は付 図 と して巻 末 に一括 してま とめて あ る。 そ こで,'主 要 変 数 は時 系 列

デ ー ター の グ ラフを付 し,分 析結 果 を表 す グ ラ フは,単 相 関 につ い て は独 立変

数 と従 属 変数 の二変数散布図 を用意 し,多 変 数 回帰 につ いて は従 属 変数 の計算

値 と実績値を示す時系列 図 と,推 定 線 か ら乖 離 す る実績 値 の軌 跡 を示す相関図

の二種 を,必 要 に応 じて提 示 す る。
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1.ご み 収集 搬 入 量(RC)

横浜 市 の ごみ収 集 搬入 量 の説 明変 数 は,大 別 して,所 得変 数 と消費 支 出関連

変 数 の2種 が あ り,そ れ ぞ れ,名 目値 と実質 値 が設 け られ る。 具体 的には以下

のよ うに分類 され る。

① 名 目所得変数:GDE,GZE,NDP}・DEI,ZI,ZEI.

② 名 目消 費 支 出:PCE,HCE,IFE.

③ 実 質 所 得変 数:GDER,OZが,、1,.,DEIR,Zノ,ZE∫R.

④ 実 質 消 費支 出:・PCが,HC.酬,FEx.

横 浜 市 の ごみ収集 搬 入 量 は横 浜 市 にお けるあ らゆ る家計 と企業 の経済行動 に

よ り発生 す る量であ るか ら,こ れ の説 明変 数 は総 括 的 な所得 変数で あ り,か っ

実 質 値 で あ る こ とが 望 ま しい。

1.1ご み収集搬入量(RC):名 目市内総支出(G・DE)

現行 市 場 価格 表示 の市 内総 生産(GDS)は,横 浜 市 の生 産 活 動 を総 括 的 に表 す

経 済 変 数で あ ると見 ることがで きる。 この市 内総生 産 は市場 に供給 と して現

れ,事 後 的 に需 要 と等 し くな る。 この需要 は支 出額 と して現れ るか ら,そ の 面

で 名 目市内総 支 出(GDE)と 呼 ばれ る。 それ故,「 市内総 生 産(Go1〕)」 と 「市 内

総 支 出(CDE)」 は事 前 的 な意 味 で は異 な るが,事 後 的 に は(統 計的に)数 値 が等

しくな るか ら,以 下 で,こ の両者 は統計 デー タ と して は同義 に扱 う。

生産活動 は当然 に,ご み の排 出 を伴 うの で,ま ず,横 浜 市の総 括 的 な ごみ の

排 出量 を表す 「ごみの収集搬 入量(RC)」 と 「市内総 支 出(α)E)」 の相 関関 係 を

単純 回 帰 方程 式 に よ り推定す る。 ごみ の排 出量 は物理的量 だか ら,排 出量 を説

明 す る変数 は実 質 表示 の方がふ さわ しいと思 われ るが,名 目表示 の変数 も併 せ

て検 討 す る ことにす る。名 目の変数を用 いる ことは,暗 に価格 体 系 が説 明変 数

に含 まれ てい ることを意味す る。

∫～C=507140.61十 〇.087685*GL)E(1.1)

(0.0045509)

[19.2676]
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sE=54615.916,Rz=O.9513113,n==21,d.f=19

決 定 係 数 は比 較 的 に 人 き く,変 数GDEのt検 定 量 は十 分 に大 き く,有 意 で あ

る。 図1.1は 変 数1～CとGDEの 散 布 図 を 示 して い る。 顕 著 な傾 向 は,1975～

1978年 と1983～1987年 部 分 の 限 界 変 化 率 が 高 くな って い る こ とで あ って,こ

の パ タ ー ンは ほ とん どす べ て の散 布 図 で お しな べ て 見 受 け られ る特 徴 で あ る。

1.2ご み収集搬入量(盈C):名 目市民総支出(GZE)

市場 価 格 表 示 の市 内総 生 産(GDP)に,横 浜 市民 に よ る市外 か らの純 要 素所得

を加 えると名 目市民総生産(GZP)が 得 られ る。す な わ ち,市 内総生 産 は横浜 市

民 と非横 浜 市民が横浜市内で行 う生産活動 の成果 を表すが,市 民 総生 産 は横 浜

在 住 の 市民 が横 浜市の内外で行 う生産活動 の成果 を表 してお り,定 式 化 の意 味

付 けが異 な って くる。なお,名 目rf∫民 総 生 産(GZP)は 事後 的 に,名 目市民総 支

出(GZE)と 同 義 に扱 う。

RC=・545755.33十 〇.0672265*(1ZE(1.2)

{0.0031305)

[21.4336]

SE=49326.767,R2=0.9602849,n=21,d.f.=19

(1.2)式 の推 定 結 果 は,名 目所 得 変数 の 中 で は最 高 の適 合度 を示 して いる。

(L1)式 の名 目市 内総 支 出 の結 巣 と比 較 す ると,決 定係 数 が大 き く,推 定 値 の

標 準誤 差 が小 さ く,説 明変 数 のt検 定 量 も高 い ので,ご み収 集 搬入 量(RC)を 説

明 す るの に は,市 内総 支出 よ り も市民 総 支 出(GZE)の 方 が若 下,優 れ て い る こ

とが認 あ られ る。 また,名 目 市内 総生 産 で見 られ た期 間傾 向のパ ター ンが ここ

で も同 じよ うに見受 けられ る。(図L2を 参照せよ。)

1.3ご み収集搬入量(、RC):要 素費用表示の市内純生産(NDP)

横 浜 市の生産 活 動 を表 す統 計 数 値 の一っであ る 「要素 費用表示 の市内純生産

(NDP)」 は,先 の名 目市 内総生産(GDP)か ら固定 資 本減 耗(FKI))を 控 除 し,

さ らに 「間接 税 一補 助 金」 を差 し引いた もので ある。「要素 費用表示」とは,生
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産 主 体 が 生 産 要 素 に 対 して 支 払 う費 用 に よ り評 価 した 価 値 を い い,そ の 意 味

で,む しろ 供 給 側 か ら の定 式 化 で あ る と い う こ とが で き る。 推 定 結 果 は上 二 式

と大 差 は な く,成 果 は お よ そ 中 間 に位 置 す る。

1～C;461366.31十 〇,1213238*ノ>DP(1 .3)

(0.0062653)

X19.3644]

SE=54355.482,RZ=0.9517745,n=21,d.f.=19

1.4ご み収集搬入量(RC):要 素費用表示の市民所得(Zの

市民 所得 は,横 浜 市内 の居住 者 で生 産 要 素 を提供 した者 に帰属す る分配所得

であ り,生 産 要 素 と して の労 働 ・土地 ・資本 に対 して賃金 ・地代 ・企業所得 を

形成 し,制 度 的 主体 面 で は,家 計 へ の雇 用 者所 得,非 企業 部 門 へ の財 産 所得,

お よ び配 当控 除 後 の企 業 所 得 か ら成 る。

経済活動 の変数 と して市民所得 を採用す ることは,横 浜 市 に居 住 す る 市民 の

経 済行 動 を対象 とす ることを意味す る。市民所得 は,要 素 費 用表 示 の 市民 純 生

産 に相 当す るのであ る。横浜市 に居住 する市民 の経済活動 は,横 浜 市外 にお け

る横 浜 市民 の経 済 活動 も含め ることに注意すべ きであ る。

1～C==526530.01十 一〇.0850436*ZI(1.4)

(0.004019)

21.1609

SE-一=49937.141,1～2-o.959296,n==21,d.f・ 嵩19

1.5ご み収集搬入量(RC)=要 素費用表示の市内雇用者所得(DEr}

横浜市内の経済活動に従事する就業者の うち個人業主と無給の家族労働者を

除 く者を市内雇用者 という。市内雇用者所得(DEI)は,横 浜市内の生産活動に

より発生 した要素所得の雇用者への分配額であり,上 掲の市内純生産の70～

80%を 占める。説明変数を市内雇用者所得に置 くことは,ご みの発生源を主 に

被雇用者に限定することを意味する。それ故,推 定結果は,こ の限定に起因 し
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て,か な り劣 化 す る こ と が 認 め られ る。 す な わ ち,(1.3)式 に比 べ て決 定 係 数

はや や 低 く,推 定 値 の 標 準 誤 差 は増 加 し,説 明 変 数 のt検 定 量 も若 干,低 下 す

る。

RC=545251.92十 〇.1439643*」DEI(1.5)

(0.0085779)

「16.7831]

s、E二62220.822,、R2=0.9368081,ne21,d.f=19

1.6ご み収集搬 入量(RC)=要 素費 用表示 の市 民雇 用者所 得(ZEI)

市 民 所 得 の7～8割 を 占 め る雇 用 者 所 得 は,横 浜 市 に 居 住 す る市 民 の 雇 用 者

所 得 と定 義 さ れ,概 して 市 内 雇 用 者 所 得 よ り も大 で あ る。(1.4)と(1.6)を 比

較 す る と,市 民 雇 用 者 所 得 を 説 明 変 数 とす る(L6)式 の 方 が 決 定 係 数 が 大 き

く,係 数 のt検 定 量 も大 で あ り,推 定 値 の 標 準 誤 差 も小 な の で,優 れ て い る と

い え る。

RC=548630.4十 〇.1105443*ZEI(1.6)

(0.006161)

[17.9426]

SE-=58431.051,R2=0.9442715,n=21,d.f.=19

1.7ご み収集搬入量(RC):名 目民間最終消費支出(・PCE)

名 目市 内総 支 出 の中 で約70%を 占あ る 「名 目民 間最 終 消費 支 出(PCE)」 を説

明変 数 と して 「ごみ の収 集 ・搬入量(RC)」 の 回帰式 を設 け る こと は,ご み が

もっぱ ら,横 浜市 内 の家 計 と,家 計 にサ ー ビスを提 供 す る民 間 非営利団体 の消

費活動によ り発生す ると主張す る ものであ る。推定結果 は市民所得 とほぼ同 じ

であ るが,民 間最 終 消費 支 出 の方 が僅 か なが ら劣 る結果 を示 している。

RC=555910.97十 〇.1203789*PCE(1.7)

(0.0057608)

[20.8962]
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SE==50543.392,1～=o.9583017
,n=21,d.f粛19

1.8ご み収集搬入量(RC):名 目家計最終消費支出(丑CE)

家計最終消費支出は,民 間最終消費支出から対家計民間非営利団体最終消費

支出を除いた部分であり,家 計部門の最終消費支出を表 している
。これにより,

ごみの収集搬入量を説明することは,ご みの排出源が もっぱら家計部門に限定

することを意味するので,か なり難点がある。 この段階の推定結果は僅かなが

ら,家 計最終消費支出の推定式の方が民間最終消費支出よりも優れていること

を示 している。(図1.8を 参照せよ)

RG-55489.95-←0.1216833*.θCIE

(0.0057871)

[21,0266]

S、E==50243.078,R2==0 .9587957,n==21,dl.」 ・=19

(1.8)

1.9ご み収集搬入量(RC):名 目家計食料費支出(FE)

次 の推 定 式 は,ご み収 集 を 名 目家 計 食料 費 支 出(FE)に よ り説 明 す る もの で

あ るが,ご み の排 出が ほ とん ど家 計 の食 料費需要 に伴 うとす る設定 にやや難が

ある。 ただ し,現 在 の使 い捨 て 方式 が 流布 し,ご み が人 量化 した き っか け に加

工 食 料品産業や ファース トフー ド産業 のサー ビス業態が大 き く関与 しているた

め,推 定 を試 み る意 味 はあ る。 しか し,こ の推 定 結果 は所 得 ・消費 変数 の中で

適合度が最 も劣 る結果 を示 して いる。

1～C=257012。33十 〇.6556417*13E

(0.0401061)

X16.3477]

SE自;63769.243,R2二 〇.9336238
,n二=21,dr。 .fニ19

(1.9)

1.10ご み収集搬入量(RC):実 質市内総支出(GDER)

本節 以 下 で は,上 掲(L1)か ら(1.9)ま で の名 目値 の変 数 を実 質 値 の変 数
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に代えた推定結果を提出す る。実質値は平成2暦 年価格表示とす る。 ごみの物

理的量を説明付ける説明変数を,物 理的量を表す実質値で表示することは,財

貨の物理的な需要量に対 して,ど れだけのごみ量が物理的に発生するかを表す

ことになり,金 額を表す名目的な変数よりも望ま しいと思われるか らである。

下の推定結果を見ると,名 目市内総支出の(1.1)式 と比べて,決 定係数 は大

きく,推 定値の標準誤差は小 さく,変 数の`統 計量 も大きく,す べての点で実

質値の方が名目値よりも望ましい特性を持ち,説 明力の優れていることが示さ

れる。(図1.10を 参照せよ。)

1～C=25348.833十 〇.1383755*G」DER

(0.0056161)

[24.6391]

S」E巳;43118.8,RZ=0.9696525,n=二21,d.ノc==19

(nO)

1.11ご み収集搬入量(RC)=実 質市民総支出(GZER)

特 定基 準 年 次 の価 格 表 示 に お け る実質市 内総生産 に横浜市民 による市外か ら

の純要素所得 の実質値 を加え ると,実 質 市民総 生 産 が得 られ る。 この供給 に対

す る需要 は事後 的に等 しく,実 質 市民総 支 出 と呼 ば れ る。(1.11)の 推 定 結 果

は,(1.10)の 実 質市 内総 支 出 と比較 す ると,決 定 係数 が小 さ く,推 定 値 の標 準

誤 差 が大 き く,説 明変 数 のt統 計 量 も低 いの で,や や劣 るこ とが判 る。

1～C=171951.28十 〇。0986568*GZEI"

XO.0043188)

[22.8436]

SE=46392.747,」R2=二 〇.964869,n==21,d.∫.==19

(1.11)

1.12ご み収集搬入量(RC):実 質市内純生産(ND」 解)

横 浜 市 の統 計 で公 表 されて い る実質値 は 「市民総 支出」の項 目に限定 されて

い るの で,実 質 表 示 の市 内 純 生 産(1,.)は,要 素 費 用 表 示 の市 内 純 生 産

(NDP)を 市 内総 支 出 デ フ レー タ(DF鋭)で デ フ レー トして作 られ る。
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初 聾(NDP ,/DFoρE)×100(*2)

要 素 費 用 表 示 の 市 内 純 生 産(NDP)の 推 定 式(L3)と 比 較 す る と
,実 質 市 内

純 生 産 の 推 定 はrす べ て の 指 標 で 優 先 して い る こ とが 判 る
。

RC=一113664・8+02001782*r'(1
.12)

(0.0086982)

[23.0137二J

SE二=46061.983,R2=0 .9653682,n;21,d .ノ㌃==19

1.13ご み収集搬入 量(RC):実 質 市民所 得(ZIR)

L4節 に示 す 要 素 費 用 表 示 の 市 民 所 得(21)を 所 得 デ フ レー タ ー で 実 質 化 して

用 い る。

ZIR={ZI/DFcnF)×100(*4)

こ の 場 合 の 推 定 結 果 は,実 質 化 され た 変 数(ZIR)を 用 い た こ と に よ り
,要 素

費 用 表 示 の 市 民 所 得(ZI)の 推 定 式 よ り もむ しろ 若 干 の 劣 化 が 見 られ る
。

RC-一 一134733.61+0. .1Z539fi5*Z1κ(1 .13)

(0.()06430}

[19.5003]

SEこ こ53995.276,1～2==0.9524115 ,n==2正,dl.ノ=;19

1.14ご み収集搬 入量(kc)=実 質 市 内雇用者 所得(D8野)

名 目 市 内 雇 用 者 所 得(DEの を 市 内 総 支 出 デ フ レー タ(DFcnE)で 除 した 実 質 市

内 雇 用 者 所 得(ヱ)E/R)を 説 明 変 数 と して 用 い る。

D甜 一(0餌DF・ ρE)×100(*3)

市 内 雇 用 者 所 得 の 結 果(1.5)と 比 較 す る と,す べ て の 指 標 は 向 上 し
,僅 か な

が ら改 善 が 認 め られ る。

RC=129860・21+0・2196152*DEIx(1
.14)

(0,0114231)

[19.2255]
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SE=54729.234,R2=0.951109,n=21,d.f.=19

1.15ご み収集搬入量(RC):実 質市民雇用者所得(ZEIR)

実質 市 民雇 用 者 所得(ZEIR)は,名 目市民 雇 用者 所 得(ZEI)の 変数 を次式 で変

換 して実 質 化 した ものであ る。

ZE∬R-(ZE〃DFGDE)×100(*5)

ここで の関心 は次 の2点 に あ る。

① 名 目市 民 雇 用者 所得 を実質 市民雇用者所得 に代 え ることに より,推 定 が どれ

だ け改善 され るか。

② 実 質市内雇用者所得 を用 いた場合 と比較 して,実 質市 民 雇 用者 所 得 の推 定結

果 が どれだけ改善 され るか。

まず,① の実 質 化 につ いて,名 目の(1.6)式 は次 の(1.15)の よ うに改善 さ

れ る。 また② の 市内か ら市民へ の変更 にっ いて,次 の(1.15)式 は(1.14)式

よ りも決定 係 数,推 定 値 の標 準 誤差,t検 定量 の いず れ も僅 か な が ら改善 が見

受 け られ る。

RC=151035.82十 〇.1662668*ZEIR

(0.0079516)

X20.9099]

SE-50511.877,R2二 〇.9583536,η 二21,d.f.=19

(1.15)

1.16ご み収集搬入量(RC)二 実質民間最終消費支出(PCER)

消費 者 行動 理 論 の見 地 か ら,消 費行 動 の実質 的 な変数 を ごみ排 出の説明要因

と置 いた設定 は,あ る程 度,説 得性 が あ る もの と期 待 され る。先 に名 目の民間

最終消費支 出 と家計最 終消費支出を検討 した(L7)と(1.8)が 示 す よ うに,

名 目値 の消費 者 行動 を用 い た推 定式 もかな り説明力が高 か ったが,よ り理論 的

に も根 拠 のあ る消 費者 行動 の実質値 を用い ると,さ らに改良 され て,(1.16)

は,次 の(1.17)と 同様 に,こ の ブ ロ ッ クに お け る最 高 の推 定結果を もた らし

てい る。
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RC=59195.228十 〇.197580?*PCER

(0.0072832)

027.1283]

S、E=39266.87,1～2諜=0 .9748324,n==21,d.プ ㌦=罵19

(1,16)

Rご み収集搬 入量( .RC)=実 質 家計 最終消 費支 出(HC'ER)

名 目値 で の推 定 結 果 で あ る(L7)と(1.8)式 に お い て,家 計 最 終 消 費 支 出

の 方 が 民 間 最 終 消 費 支 出 よ り もや や 優 れ て い た が
,実 質 値 の 推 定 に お い て も,

実 質 家 計 最 終 消 費 支 出 の 方 が 実 質 民 間 最 終 消 費 支 出 よ り も優 れ た結 果 を もた ら

して い る。 ま た,こ の(1、17)式 は,ご み 収 集 搬 入量(RC)を 説 明 す る推 定 式

の 中 で 最 も優 れ た 成 果 を 得 て い る
。(図1.17を 参照 せ よ。)

RC=5512?.474+0・2000566*HCER(L17)

{o.007317)

[27.3413]

s、E聰二=38968.306,RZ=0 .9752136,n==21,d.f.こ 二19

1.18ご み収集 搬入 量(RC):実 質 家計食料 費支 出(FER)

参 考 と して,実 質 家 計 最 終 消 費 支 出 の 中 で 最 も大 き な比 重 を 持 っ 実 質 食 料 費

支 出 を 説 明 変 数 とす る推 定 方 程 式 を 試 算 して み る。 推 定 結 果 は
,名 目食 料 費 支

出 の 場 合 よ り も,ほ ん の 僅 か 改 善 す るだ け で あ り,格 別 に 採 用 さ れ る根 拠 は な

い と思 わ れ る。

RG-=-697384.4十1.2322023*FEx(1
.18)

(0.0735825)

[16.7459]

SE=62354.29,R2=0.9365448,n=21 ,d,f.=19

2家 庭ごみ(餌 の

本節2で は,家 庭 ごみ(甜 の の排出に対する各種の所得および消費要因の効
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果を検討する。家庭系 ごみの排出を説明付 ける要因は,家 庭の所得や消費支出

の変数が適当であろう。さらにz家 庭系 ごみは横浜市民の家庭生活の運営に付

随 して発生するので,説 明変数 は 「横浜市内ベース」であるよりも 「横浜市民

ベース」である方が尤 もらしいとも思われる。

2.1家 庭ごみ(丑 ワの=名 目市 内総支出(GDE)

まず,家 庭 ごみの排 出 を,横 浜 市 内 ベ ー スの財 貨 サ ー ビス需要 支出で ある市

内総 支出で説明す る。推定結果 は,決 定係 数 が比 較 的 に大 き く,t検 定 量 も十 分

な大 きさで あ り,説 明変 数 の有意 性 が高 い。(図2.1を 参照せよ。)

H「 レレ7=427955.82十 〇.0509122*θ 、OE

(0,0017626)

[28.8847]

SE=21153.172,R2=0.9777338,n=21,d.f.=19

(2.1)

2.2家 庭 ごみ(HW):名 目市民総支出(GZE)

家 庭 系 ごみ の排 出 を横 浜 市 に居住 す る市民 ベースの総支出で説明す る。特徴

的な ことは,(2.1)式 にお け る市 内 ベ ー ス と比 べ て,(2.2)式 の成 果 が,名 目

所得 変 数 の中 で,す べ て の指標 につ いて最 も優 れ ていることで ある。 これ は,

家 庭 系 ごみ の排 出が,横 浜 市民 の家 庭生 活 の経済 行 動 に根 ざ して いることを裏

付 けてお り,意 味深 い と思 わ れ る。(図2.2を 参照せよ。)

H「 レワ「==451794.12十 〇.0388842*OZE

(0.0012931)

[30.0705]

SE=20336.47,R2=0.97942,n=21,d.f.=1.9

(2.2)

2.3家 庭ごみ(研 の:要 素費用表示の市民所得(ZD

家計への雇用者所得と非企業部門の財産所得,配 当控除後の企業所得か ら成

る市民所得(ZI)は,横 浜市民の予算制約を規定することになる。推定の成果
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は,ほ ど ほ ど に 成 功 的 で あ る が,(2.1)の 名 目 市 内 総 支 出
,(2.2)の 名 目 市 民

総 支 出 が も た ら す ほ ど で は な い 。

∫ノレレr;441203.72十 〇.0491212*ZI(2 .3)

XO.0017789)

[27.6132]

SE篇22103.709,1～2鞘0 .9756878,n==21,d.f==19

2.4家 庭 ごみ(Hw):名 目民 間最 終消費 支 出(」PCE)

家 庭 ごみ の 排 出 は,基 本 的 に 横 浜 市 民 の 消 費 生 活 に付 随 して 発 生 す る か ら
,

ま ず,第1次 近 似 と して,横 浜 市 の 民 間 最 終 消 費 支 出(PCE)で 家 庭 系 ご み の 収

集 を 回 帰 さ せ る こ と に す る。 推 定 の 結 果 は,前 掲 三 つ の 所 得 変 数 に よ る推 定 結

果 よ り は歴 然 と望 ま しい も の と な って い る。

HW=456865.45十 〇.0697817*1)CE(2
.4)

(0.0021844)

[31.9455

SE=19165.541,RZ=D.9817217,n=21,d .f=19

2.5家 庭 ごみ(研 の:名 目家 計最終 消費支 出(HCE)

家 庭 系 ごみ の 排 出 量 を 名 目家 計 最 終 消 費 支 出(HCE)に よ り説 明 す る こ と は,

理 論 的 に,(2.4)の 民 間 最 終 消 費 支 出 よ り も尤 も ら しい もの で あ り
,有 意 性 が

高 ま り,ほ ん の 僅 か で あ る が 改 善 され,消 費 変 数 モ デ ル の 巾 で 最 良 の 結 果 を 挙

げ て い る。(図2.5を 参照 せ よ。)

HW=45fi308.34十 〇.0705313*HCE(2 .5)

(0.0021878)

[32.2385]

SE=18994.329,R2=0.98204fi8,n=21,d .f.一一19
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2.6家 庭ごみ(Hyの:名 目家計食料費支出(FE)

家 庭 系 ごみ の排 出 が,も っぱ ら家 計 の食 料 費 支 出 に依 存す るとい う設定 は,

説 明 要 因 の指 定 が 限定 的 で あ るだけに余 り効果 的で ない と思われ る。 ここでの

推定結果 はiむ しろ,近 年,コ ン ビニ エ ンス ・ス トアを 中心 に食料品包装が過

剰 にな って きた ことの効果 を摘 出 しよ うとい う試 みであ り,参 考 と して付 け加

え た もの で あ る。(2.s)の 結 果 は,名 目値 を用 いた推 定式 の 中で最 低 の成果 に

な って いる。

HW=282479.01十 〇.3808567*FE

(0.0177348)

X21.4751]

S」E二=28198.649,、 【～2;0.9604314,n=二21,d.f.=・19

{2.$)

2.7家 庭ごみ(1ハ の:実 質市 内総支出(GDER)

こ こで は,先 に(2.1)で 推 定 した名 目市 内総 支 出(GDE)を 実質 値 に置 き換

えて い るが,こ の定 式化 は,物 理 的 な家庭 系 ごみ の定義 と相 侯 って,妥 当 な も

の とい うこ とが で きる。 推定 の結果 は,明 らか に名 目値 の推 定結 果 よ り も有意

性 が優れ,か っ,家 庭 ごみ推 定式 の全 体 を通 じて最善 にな っている。 また・ こ

こでの推定結果 は,家 庭 ごみ ブ ロ ックの中 で決 定 係数 が最 も大 きく,標 準偏 差

が最 も小 さ く,t検 定量 が最 も大 き く,統 計 的 に安 定 的 で あ る こ とが確 か め ら

れ る。(図2.7を 参照せよ。)

HW=152053.83十 〇.0798848*GDEx

{0.0022453)

X35.5787]

SE==17238.347,」R2篇=0.9852128,n=21,d.プ1=19

(2.7)

2.8家 庭ごみ(Hyの:実 質市民総支出(GZER)

家庭系ごみの排出は横浜市居住の横浜市民の家庭における消費生活の結果 と

して発生する。それゆえ,こ の場合の定式化 は理論的に最 も妥当な設定である
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と思 わ れ たが,予 想 に反 して,推 定 の 結 果 は 前 掲(2.7)の 実 質 市内 総 支 出

(GDER)よ り も,か な り劣 って い る。

Hレr=239587.54十 〇.0566733*GZER

(0.0022597)

[25.0800]

5E=24273.855,∫ ～2==0.9706795,n;21,鳳 ノニニ=19

2.9家 庭 ごみ(Hjの:実 質民間最終消費支出(PCが)

(2.8)

前掲 の名 目変数値 を用 いる家庭 ごみの推定 に対 して,実 質 値 を 用 い る方 が,

理 論 的 に は よ り現 実 的 で あ り,好 ま しい結 果 が得 られ る と期待 された。実際 に,

ここで の推定 結 果 は,対 応 す る名 目値 の設定(2.4)式 と比 較 して,決 定 係数

標準 偏 差,t検 定 量 のす べ て にお い て若 干,改 良 され て い る。 また,推 定 結 果

は,名 目 と実 質 双 方 の 消費 支 出 ブ ロ ックで決定係数が最 も大 きく,標 準偏 差 が

最 も小 さ く,説 明変 数 ・PCが の'検 定量 が 最 も大 き く,統 計 的 に優 れ て い る こ

とが確 か あ られ る。(図2.9を 参照せよ。)

HW二=173875.38十 〇.1136651*PCEu

(0.0033716)

x33.7125

S」E篇18177.883,1～2==0.983557,n==21,d.f=19

2.10家 庭 ごみ(HW}:実 質家計最終消費支出(丑Cが)

(2.9}

も し家庭系 ごみの排 出を一一変数で効率的 に説 明付 けたいとす るな らば,理 論

的 に は,実 質 家 計最 終 消 費 支 出(HCER)を 用 い る こ とが最 も妥 当 で あ ろ うが,

推 定結 果 は,家 庭 ごみ の名 目 ・実質 消 費 ブロ ックを通 じて実質民 間最終消費 支

出(2.9)の 方 が こ こで の実 質家 計 最終 消 費 支 出よ りも決定係数,標 準 偏差,t

検 定 量 のす べ て にお いて僅 か に優 れていることが確かめ られ る。

HW7=171675.62十 〇.1150646*HCEx(2.10)

(0.0034174)

X33.6702
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S」E==・18200.307,R2==・0.9835164,n=21,d.f.二=19

2.11・ 家庭 ごみ(Hyの=実 質家計食料費支出(FER)

上掲 の(2.6)式 にお け る名 目家 計食 料 費 支 出(FER)を 実質 値 に置 き換 えた設

定 が(2.11)式 の推 定 で あ る。 推定 の結 果 は,特 に実 質 値 に よ る定式 化 が優 れ

て い るとはいえず,(2.6)式 よ り もか え って劣 化 して い る。 これ らは,家 庭 系

ごみが,も っぱ ら家 計 の食料 消 費 のみ に強 く依存す るとい う限定的 な設定 に起

因す ると思 われ,か な り,難 点 が あ る と見て よい。 す な わ ち,こ の場合 の推 定

結 果 は,家 庭 ごみ ブ ロ ックの 中 で最 も劣 悪 にな っている。

HYI/=ニ ー256167.6十 〇.7054574*FEx

(0.0423698)

[16.6500]

SE謀35902.152,、 夢～2==0.9358591,n=21,d.ノ=篇19

3.粗 大 ご み(i')

{2.11)

粗大 ごみは家庭生活の運営か ら排出される人型の家庭 ごみと見てよいか ら,

粗大 ごみ排出の定式化 は,家 庭 ごみと同 じ方式で進あればよいであろう。通常

の家庭 ごみと異なる粗大 ごみの特徴は,そ の容積と重量が大 きいことであり,

平成2(1990)年 以降は,電 話申込による申告制戸別収集が行われるようになっ

た。 しか し,な お,粗 大 ごみの排出は,平 成8(1996)年12月 まで無料(月1回

4個 の制限があった)で あったが,平 成9(1997)年1月 以降は有料 とされた。粗大

ごみ排出に及ぼす,こ の有料化の効果は相当に大きいはずである。粗大 ごみを

排出 したい市民 は,居 住地区を担当する環境事業局事務所に電話で申 し込み,

収集日等の指定を受ける。手数料 は,横 浜市指定の金融機関,郵 便局で専用納

付書を用いて料金を前払 いする。 この手数料の変遷 もまた著 しく影響の大きい

ことが認められる。

3.1粗 大 ごみ(BR):家 庭 ごみ(HW)

最 初 に,粗 大 ごみ と家庭 系 ごみ との間 の相関関係 を確かめてお くことは有益
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であろ う。粗大 ごみが家庭 ごみの中の1種 で あ る とす れ ば,両 者 の 間 にはか な

り高 い相 関 が認 め られ るはずであるが,(3.1)の 決 定 係数 は,ほ とん どゼ ロに

近 く(RZ=O.0208293),粗 大 ごみ と家庭 ごみ の排 出量 の間 にほとん ど相関がない

ことを告 げている。

図3.1の グ ラ フを見 て も判 るよ うに,粗 大 ごみ は1990年 度 を境 に急 減 し,動

向 に何 らか の大 きな変 化 が あ った と見 られるか ら,こ のA型 の実 績 値 パ ター ン

に直 線 を 当 て はめて も全 くフ ィッ トしないので ある。仮 に標本期 間を1975年

度 ～1990年 度 に限定 して同 じ方 程式 を推 定 す るな らば,(3.1')の よ うに一 応

の相 関関 係 の あ る直 線 的な推定式(RZ=0.9320729)を 得 る ことがで きる。この よ

うな こ とは,1991年 度 ～1995年 度 に何 らか の大 きな構 造 変 化 が あ った と判 断

せ ざるを得 ないことを示唆 している。標本期間 中,こ の構 造変 化 は,ま ず平成

2(1ggo)年 度 の 申告 制戸 別 収 集 の開始 に起 こった と判定で きる。図3.1'の 散 布

図 は この事情 を よ く図示 して い る。

β1～ 罵こ23316.153十 〇.0088234*Hレ レ「

(0。0138787)

XO.6358]

SE;8575.8763,1～2=・0.0208293,η ・二21,d.}:=19

βソ～ニ ー20994.31十 〇.0706154*1∫W

(0.0050949)

「13.8600]

SE==2159.4495,R2=0.9320729,n=16,d.f.=14

(3.1)

(3.1')

(3.1)式 にっいて,上 で述べた問題点の一っの解決法は,1990年 後 に構造変

化があった ものと想定 し,ダ ミー変数を使用することである。粗大ごみの定式

化は,家 庭ごみの定式化 と同じ説明変数を用いるに してもy申 告制や有料化,

日時指定の導入等の効果が大 きく,推 定構造式のシフ トを表すこれ らの制度的

要因の効果を織 り込む必要がある。また,粗 大 ごみの説明変数 は,前 節1と 節

2の 研究成果を踏 まえて,実 質値の消費支出変数で用意することも有用であろ

う。
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粗大 ごみの時系列 デー タは1990年 度 か ら大 き く下 方 に シフ トして い るので7

単相 関 式 で は説 明 力 の弱 い ことが一f分に予想 され る。 図3.1か ら判 るよ うに,

A字 型 の実績 値 パ ター ンに直線 を 当て はめて もほとん どフ ィットしないの は当

然 で あ る。粗 大 ごみ排 出 にお け る,こ の大 き な構 造 変 化 は,第 一 に,平 成2

(1990)年 に実 施 され た 「粗 大 ごみ 申告 制戸別収集」への制度的移行 に大 き く起

因す ると考え られ る。粗大 ごみの 自由廃棄 か ら申告制 に変 わ るだ けで も,排 出

者 に と って は手 数 が掛 か り面倒 なので,実 際 的 ・心 情 的手 間 の費用 が追加 され

る ことになる。

第二 に,平 成3(1991)年4月 に は 「再生 資 源 の利 用 の促 進 に関す る法律」(同

年10月 施行)が 制 定 され,「 廃 棄物 処 理 法」(平 成4(1992)年7月 施行)が 大幅 に

改正 され たが,こ れ らの影 響 は無 視 で きな い ほ どに大 きいのである。 さ らに,

平成4(1992)年9月 に は 「横 浜rya廃 棄物 等 の減 量 化,資 源 化 及 び適 正処 理 等 に

関 す る条 例」(平 成5(1993)年4月 施行)が 制 定 され た が,こ の よ うに最 近 で は,

環境 保 全 や廃棄 物 の排 出抑 制 と分別 ・再生(リ サイクル)に 関 す る法 律 ・条例 が

相次 いで打 ち出 され るな ど,自 治 体 の対 応 が活 発化 した。 そ れ故,こ れ らの シ

フ ト効 果 を表 す ダ ミー変数 を追加 的に使用す る工夫が必要 になる。第一の状況

を 「粗大 ごみ申告制戸別収集 ダ ミー変数(DM。)」 で表 し,第 二 の状況 を 「廃 棄

物処 理 法 改 正 ダ ミー変数(DMBp)」 で表 す ことにす る。

3.2粗 大 ごみ(BR):名 目民間最終消費支出(」PCE)

原則 と して粗 大 ごみ は,最 終消 費 支 出関連 の実 質 値 で説 明す ることが望 ま し

い と思 われるが,こ こで はまず,名 目の最 終 消費 支 出の変 数 との 間の単相関分

析 を試 み る。最初 は,粗 大 ごみ と民 間最 終 消費 支 出(PCE)と の 間 の相 関 を試 み

るが,そ の推 定 結 果 は,下 の決 定係 数R2=0.0109925が 示 す よ うに,ほ とん ど

無 相 関 で あ る。(図3.2を 参照せよ。)

BR=28204.317十 〇.0004514*PCE(3.2)

(0.0009824)

[x.4595]
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SE=8618.8455,R2=0.0109925,n=21,d.f.=19

3.3粗 大 ごみ:民 間最終 消費 支出(PCE),及 び粗 大 ごみ申告 制ダ ミー変数(1)

こ こで は,(3.2)式 の 名 目民 間 最 終 消 費 支 出(PCE)に 「粗 大 ご み 申告 制 戸 別

収 集 ダ ミー変 数(DMB)」 を 追 加 した場 合 の 推 定 を 行 う こ と に す る。 ダ ミー変 数

Dルf8は1989年 度 以 前 を0,1990年 度 以 降 を100と 置 く。 ダ ミー変 数 の追 加 に

よ り推 定 式 は著 し く改 善 さ れ,決 定 係 数 はR2=0.OlO99か らR2=0 .61596へ 一

挙 に 増 大 し,t検 定 量 は2変 数 と も十 分 に 有 意 な 大 き さ を 示 す ほ ど に 改 善 さ れ

る。

BR蕊10630。732十 〇.005161*PC、E-244.9155*1)ノ しf.8(3.3)

(0.0010853)(45.994135)

[4.7554[5.3249

5E=5517.9565s∫ ～=o、6159597,n篇21,d.f=18

3.4粗 大 ごみ(BR):名 目家計 最終 消費支 出(HCE)

名 目家 計 最 終 消 費 支 出 は 名 目民 間 最 終 消 費 支 出 の ほ とん ど を 占 め る か ら,推

定 結 果 は 名 目民 間 の そ れ と ほ ぼ 同 様 に 無 相 関 に 近 い こ と が 予 想 さ れ る。 た だ

し,無 相 関 な が ら,(3.2)式 の 「民 間 」 に比 べ て,「 家 計 」変 数 の 方 が 決 定 係 数

推 定 値 の 標 準 誤 差,'検 定 量 が す べ て 改 善 され て い る こ と は一 応,注 目 に値 す

る。(図3.4お よび図3.4'を 参照 せ よ。)

BRiii.127十 〇、0004587*HCE(3 ,4)

(0.0009927)

[0.4621]

SE篇8618.317,1～2』 こ0.0111138,n=21,d.fe19

3.5粗 大ごみ(BR):名 目家計最終消費支出(HCE),及 び粗大 ごみ申告制ダミー変

数(1;)

上 の(3.4)式 の名 目家 計最 終 消 費 支 出(HCE)に 「粗 大 ごみ 申告 制戸 別 収 集 ダ
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ミー変 数(P鰯)」 を 追 加 した モ デ ル を推 定 す る。 こ の ダ ミー変 数 は,粗 大 ごみ

の 自 由排 出 か ら電 話 に よ る 申 込 制 戸 別 収 集 へ の 変 更 を 示 す も の で,1990年 度 以

前 を11,以 降 をD.MB=100と 置 く単 純 な 設 定 に な っ て い る。 しか しな が

ら,こ の ダ ミー 変 数 の 追 加 に よ り推 定 式 は著 し く改 善 さ れ,決 定 係 数 はR2-

0.0111138か ら1～2-0.6171561へ 一 挙 に 増 大 し,t検 定 量 は2変 数 と も 十分 に

有 意 な大 き さ を 示 す ほ ど に改 善 さ れ る。 この 事 情 は(3.3)の 名 目民 間 最 終 消 費

支 出(PCE)と 同 様 で あ るが,名 目 家 計 最 終 消 費 支 出(HCE)を 主変 数 とす る 当

推 定 式 の 方 が 「民 間 」変 数 よ り も決 定 係 数,推 定 値 の 標 準 誤 差,孟 検 定 量 の す べ

て に つ い て 僅 か な が ら改 善 さ れ て い る。

BR=10569.621十 〇.0052213*HCE-245.0984*」0ルf、B(3.5)

{0.0010949)(45.915958)

[4.7687][5.3380]

s」x-5509.3546,R2==0.6171561,n二=21,d.ノ==篇18

図3.5は}重 回 帰 推 定 線(+印)か ら実 績 値([]印)が ど れ だ け乖 離 して い る

か を 示 して い るが,一 点 を 除 い て ほ ぼ 推 定 線 が 実 績 に沿 って い る こ と が 認 め ら

れ る。 同 じ内 容 を 時 系 列 図 で 示 した もの が 図3.5'で あ る。 こ こで は,推 定 式

(3.5)の 内 挿 値(+印)と 実 績 値([]印)の 軌 跡 を 示 して い る が,申 告 制 ダ ミー

変 数 を編 入 した だ け で,図3.4'と は異 な り,実 績 値 の 変 動 を突 然 に よ く追 跡 す

る よ う に な る。

3.6粗 大ごみ:家 具家事用品支出(FU)

粗 大 ごみ は,家 庭 生 活 か ら排 出 され る大 型生 活用品の廃棄物 であるか ら,粗

大 ごみ を実質 家 具家 事 用 品 支 出(FUK)に よ り説 明 して み るの が,こ こで の推 定

式 で あ る。推 定 結果 はほとん どゼ ロの決定係数 を示 し,し か も,説 明変 数 「家

具家 事 用 品支 出(FU)」 の`検 定量 は'=0.1905で あ って,有 意 性 が全 く認 め ら

れ ず,こ の定 式 化 は意 味 が な い といえ る。

BR==29364.946十 〇.0076386*FU(3.6)

(0.040102fi)

[0.1905]
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s」E=i・i.3483,R2二 〇.0019059,n;21,dL∫=19

3.7家 具家事 用品支 出(Fの,及 び粗大 ごみ 申告 制 ダ ミー変 数( 1)

上掲(3.6)の 単相 関 式 を 改 善 す る た め に 「粗 大 ごみ 申 告 制 戸 別 収 集 ダ ミー 変

数(D輪)」 を 追 加 して み る。 この ダ ミー変 数 は1989年 度 以 前 をDM8-0,1990

年 度 以 降 をDIVIB=100と 置 くが,(3.7)式 で の粗 大 ご み 申 告 制 ダ ミー変 数 の 導

入 は非 常 に 有 効 で あ りy説 明 力 の 大 幅 に 向 上 した こ とが 認 め られ る。す な わ ち,

決 定 係 数(R2)は0.00190か ら0.5635に 一 挙 に 増 大 し,説 明 変 数 の 「名 目家 具

家 事 用 品 支 出(FU)」 と 「粗 大 ごみ 申 告 制 ダ ミー変 数(D輪)」 の 双 方 と もt検 定

量 は4よ り大 と な っ て,説 明 変 数 の有 意 性 が 著 し く向上 して い る。

β、R==4398.9782十 〇.2138346*FU-254.8447*1).Mβ(3.7)

(0.0507754)(52.954675)

[4.2114][4.8125]

SjE》=5882.6507,1～2=wo.5635179,n;21,d.f.==18

3.8粗 大 ごみ(B劫=実 質民 間最終 消費支 出(P(四 鼎)

粗 大 ごみ は,最 終 消 費 支 出 関 連 の 実 質 値 で 説 明 す る こ と が 望 ま し い が,ま ず,

実 質 民 間 最 終 消 費 支 出 と の 単相 関 を 見 る と,図3.8の グ ラ フ は図3.2に 比 べ て

水 平 方 向 に縮 ん で い る が,本 来 的 なA字 型 の パ タ ー一ンは 変 わ ら な い。 そ れ 故,

推 定 結 果 は,決 定 係 数R』0。03158が 示 す よ うに,ほ と ん ど無 相 関 で あ る。

β1～==23471.493十 〇.0012451*PCEx(3 .8)

(0.0015819)

[0,7871]

SE二 ・8528.68,∫ ～2二〇.0315772,n=・21,d.f.e19

3.9粗 大ごみ(BR)=実 質民間最終消費支出(P(Eり}及 び粗大 ごみ申告制ダ ミー変

数(DMB)

こ こで は(3.8)式 の実質 民 間最 終 消 費 支出(PCER)に 粗 大 ごみ 申告 制 ダ ミー
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変 数(ヱ).MB)を 追 加 し た 場 合 の 推 定 を 行 う 。 ダ ミー 変 数 の 追 加 に よ り推 定 式 は 著

し く改 善 さ れ,決 定 係 数 は,R2=0.0316か ら一 挙 にR2-0.6829へ 増 大 し,t検

定 量 は2変 数 と も に 十 分,有 意 な 大 き さ を 示 し て い る。

BR=二 ・-10040.35十 〇.0083153*PC、 εR-235.7771*」DM.B(3.9)

(0.001489)(38.778385)

[5.5845][6.0801]

s」E=5014.231,1～2=0.6828761,n==21,d.f.=18

3.10粗 大 ごみ(BR)=実 質家計最 終消 費支 出(HCER)

実 質 家 計 最 終 消 費 支 出 は実 質 民 間 最 終 消 費 支 出 の ほ ぼ 全 部 を 占 め る か らT推

定 結 果 は(3.8)と 同 様 に無 相 関 に近 い こ とが 予 想 さ れ る。 た だ し,無 相 関 な が

ら,(3.8)式 の 「民 間 」 に比 べ て,(3.10)式 の 「家 計 」 変 数 の 方 が 決 定 係 数,

推 定 値 の 標 準 誤 差,t検 定 量 の す べ て に お い て 僅 か な が ら改 善 さ れ て い る こ と

に 気 付 く。(図3.10を 参 照 せ よ。)

BR==23406.628十 〇.00126?7*HCEx(3.10

(0.0016011)

[0.7918]

S」E㌧=二8527.087,1～2=0.0319389,n=21,d.プ=二=19

3.ll粗 大ごみ(B丑):実 質家計最終消費支出(HOER),及 び粗大ごみ申告制ダ ミー

変数(DMB)

(3.10)式 の実 質 家 計 最 終 消 費 支 出(」HCER)に 粗 大 ごみ 申告 制 ダ ミー変 数

(DMB)を 追 加 した場 合 の推定 を行 う。(3.9)式 と同様 に,ダ ミー変 数 の追 加 に

よ る推 定 式 の改善 は著 しく,決 定係 数 はR2=0.0319か ら1～2=0.6846へ 急 激 に

増大 し,t検 定 量 は2独 立変 数 と もに 十分,有 意 な大 きさ に達 して い る。推 定結

果(3.9)と(3.11)を 比 較 す る と,実 質民 間最終 消費 支 出(PCER)よ りも実質

家計 最 終 消費 支 出(HCEx)の 方 が,ほ ん の僅 か 優 れ て い るが,そ の差異 は無視

で き る程 度 で あ る。
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ここでの推定式 は(3.2)か ら後 続 の(3 .13)に 至 る名 目 ・実 質 消費 支 出 に よ

る推 定 式 の中で最 も高 い成果 を挙 げて い るが,R2=0.6846程 度 の決 定 係 数 で

は余 りよい適 合度 を持っ とはいえ ない。(図3 .11と 図3.11'を 参照せよ。)

BRe-10249.42十 〇.0084269*1∫CER--235
.9077*1)2Vβ

(0.0015026)(38.656661}

[5.6082[6.1026

SE_=5000・ ・ ・・…1～Z=o ,6845691,ne21,d .ノニ==・18

(3.11)

3.12粗 大 ごみ(β 」2):実 質家具家事用品支出(」FUR)

粗 大 ごみ を実 質 家 具家 事 用 品支 出(FUG)に よ り説 明 して み たが,そ の推定 結

果 は ほ とん どゼ ロの決 定係数 を示 し,し か も,説 明変数 「実 質家 具 家 事 用 品支

出(FUR)」 の 孟検 定 量 は0.1621を 示 し,説 明変 数 の有 意 牲 が全 く認 め られな

い。 すなわ ちa単 相 関形 式 で は説 明不 能 で あ ると判定 できる
。

」91～芝・=29406.198→-0,0073542* .FひR

(0.04535?5)

[0.1621]

SE=8fi60,6216,1～2=0 .0013817,n茸21,d.f二=19

(3.12)

3.13粗 大ごみ(BR):実 質家具家事用品支出(FひE) ,及 び粗大 ごみ申告制ダ ミー変

数(・D1晦)

上式(3.12)の 単 相 関式 を改 善 す るた め に,自 由廃 棄 か ら電 話 に よ る申込 制

戸別 収集への変更 を示 す 「粗大 ごみ申告制 ダ ミー変数(DM。)」 を追加 す る
。 こ

の ダ ミー変 数 は1989年 度 まで をo ,1990年 度 以 後 を100と 置 く。(3 .12)式 へ

粗 大 ごみ 申告 制 ダ ミー変数(」Dルf8)を 導 入 す る と,そ の効 果 は極 め て著 しく,方

程 式 の説 明 力 は大 幅 に向上 した ことが認め られる。 すなわ ち,決 定 係 数 」曙 は

ゼ ロか ら0.5871に 向 上 し,説 明変 数 の 「実質 家 具 家事 用 品 支出(FUR)」 と 「粗

大 ごみ 申告 制 ダ ミー変 数(ヱ)MB)」 の双方 と も'検 定 量 は4よ り大 とな り
,こ れ

ら変 数 の有 意性 は著 しく向上 して いる。



328商 経 論 叢 第34巻 第4号

別 ～=-2027.141十 〇.2568178*Fび1～-269.1529*DMB

(0.057755)(53.2fi9437)

[4.44fi7][4.2541

SE=端5721.8194,1～2=二 〇.5870585,n=21,d.ノ===18

(3.13)

3.14粗 大 ごみ(BR)=遅 れを伴 う実質家計消費支出(HOER-t),及 び粗大ごみ申告制

ダミー変数(1}〃B)

粗 大 ごみ は通 常,家 計 の消 費行 動 にお け る耐 久 消 費財 の廃棄によ り発生す る

と考 え られ る。耐久消費財 の耐用年数をt年 と見 る とき,説 明変 数 の時 間 の遅

れ(timelag)を 一'と し,t年 前 の実 質家 計 消 費支 出 が現 在 の粗大 ごみ発生 を規

定す ると考え る。以下で は,`備5,3,2,1の4通 りを式(3.14.1)～(3.14.4)

で試算 す る。 まず,t=5と 置 くの は,耐 久 消費 財 の耐 用 年数 が平 均 的 に5年 位

と想 定 され て い る と思 わ れ るか らである。以下,順 次,時 間 の遅 れ を縮 めて,

そ れ ぞれ の適 合度 を確 か め る。

この よ うな耐用年数 を考慮 した場合 の推定 の結果 は,か な り組 織 的 で あ る こ

とが認 め られ る。時間の遅 れが短 くなるにつれて,決 定係 数(R2)は0・4056か

ら0.6331ま で確 実 に増 加 し,推 定 値 の標 準 誤 差 は7346.56か ら540L98ま で

減 少 して い る。興 味深 い こ とは,時 間 の遅 れが短 くな る ほ ど,適 合 度 が増 加 し,

遅 れ の な い定式 化(3.11)が 最 も高 い適 合度 を示 す こ とで あ る。 それ故,粗 大

ごみ排 出 の モ デル構築 に は,時 闇 の遅 れ を考慮 す る こと は不必要 であると考 え

られ る。以下 で,5期,3期,2期,1期 遅 れの推 定 式 を一 括 して示 す ことにす る。

BR15762.03十 〇.00449*HCER-5-180.1593*DMA

(0.0038518)(75.560957)

[1.1657][2.3843]

SE=7346.554,R2=0.4056244,n=16,d.f.=13

jB、Ri=3859.3559十 〇.0065683*HCER_3-224.4462*、r

{0.0030933){71.186073)

[2.1234][3.1530]

(3.14.1)

{3.14.2)
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SE=6705.8435,1～2=二 〇.442219,n=・18
,d.ノ1==15

β1～==一 一5087.85十 〇.0080947*HCE」R _2-251。7385*1)ルfB

(0.0025616)(61.775514)

[3.1600][4.0751]

S1「=6205.731,1～2篇0.517931,n;19
,d.f=16

B」Rl=一 一10790.03十 〇.0088968*、 θC]ER _1-259.8682*1)ノ しfB

(0.0019207)(48.00228)

[4.6321][5.4137]

SE`=5401.9753,1～2==0.6331948,n瓢20,d .f.二17

(3.14.3)

(3.14.4)

上の組織的な時間 の遅 れを外 し,当 期 の変 数 と した ものが(3 .11)式 で あ る。

この(3」1)式 は(3・14)の4式 の どれ よ り も良 好 な結 果 を示 してお り
,粗 大

ごみ の 指 定 化 に は何 等,時 間 の遅 れ を 導 入 す る必 要 の な い ことを示 唆 してい

る。(図3.14.4と 図3.14.4'を 参照せよ。)

3.15粗 大 ご み(BR):実 質 家 計 消 費 支 出(HCER) ,粗 大 ごみ 申告 制 ダ ミー 変 数

(・0〃B),前 期 粗大 ごみ(IB且 置)

先 のKoyck型 の モ デ ル(*9)式 で,Yrを 粗 大 ごみ の収 集 量 β1～,xtを 実 質 家

計 消 費 支 出 ∬CE尺,Yt-1を 前 期 粗 大 ごみ 収 集 量 β1～.1,Z,を 粗 大 ご み ダ ミー変

数DMAと 置 け ば,次 の(3.15)式 が 導 か れ る。別 言す れ ば,こ こで の 式 指 定 は,

(3.11)の 説 明 変 数 群 に 前 期 の 被 説 明 変 数 で あ る粗 大 ご み収 集 量(βR .1)を 先 決

変 数 と して 追 加 す る形 式 に な って い る。

推 定 結 果 は,決 定 係 数 が や や 低 い と い う難 点 は あ る が,す べ て の 説 明 変 数 が

有 意 で あ る こ と は好 ま し い特 徴 で あ る。(図3.15を 参照 せ よ。)

BRユ=一 一一6391.126十 〇.005102*HCEk-164 .2164*1)ノ レ∫8十〇.4242989*、Bノ ～-1

(0.0018182)(42.5fi8572)(0.1514965)

[2.8061][3.8577][2,8007

SE=4343.og75,1～2_=0.7768491,n=竺20 ,d.f福16(3.15)
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3.16粗 大 ご み(i'):実 質 家 計 消 費 支 出(HeER),粗 大 ごみ 申 告 制 ダ ミー 変 数

(DMB),廃 棄物 処理 法改正 ダ ミー変 数(10MBB)及 び前期粗 大 ごみ(B且1)

上 掲(3.15)式 に 廃 棄 物 処 理 法 改IEダ ミー変 数(..)を さ らに 一 個 付 け加

え る と,決 定 係 数 がRz-0.96026へ と急 速 に 向 上 す る。 この 廃 棄 物 処 理 法 改 正

ダ ミー変 数 は大 き なt検 定 量 を 示 し,安 定 的 で あ る が,前 期 粗 大 ごみ 収 集 変 数

βR-1は10%有 意 水 準 でt検 定 を 通 過 す る程 度 に 後 退 して い る。

BR=-12682.51十 〇.0099257*HC」E鳳1～-56.91432*、DMA-253.7303*、0ルfB.8

(0.0009819)

[10.1087]

-0
.167295*、BR--1

(0.0970332}

[1.7241]

(22.595266)

[2.5正89]

(3.495381)

[8.3203

(3.16)

SE=1892.921,、R2=0.9602591,n=・=20,d.}:=15

図3.16と 図3.16'の グ ラ フ に お い て,新 しい ダ ミー変 数 を 追 加 した こ と は,

1991年 度 以 降 に 構 造 方 程 式 を シ フ トさ せ る こ と で あ り,図3・15と 比 べ て,

1991年 度 以 降 の 観 測 値 の 軌 跡 は実 績 値 に接 近 して い る こ とが 判 る。

4.事 業 系 ごみ(BW)

横 浜 市 の事 業 活 動 に伴 って排 出 され る事業 系 ごみ排 出の定式化 は1章6節 で

展 開 したが,こ の定式 化 を大 別 す る と三 つ の類型 になる。

①生産関数 の線形形式(*12-1)の 延長 で あ る(*18)を 用 い る接 近

②Cobb-Douglas型 生産 関 数 を定 式 化 す る(*12-3)形 式 によ る接 近

③ 利潤 極 大 化 行 動 を織 り込んだ(*16-3)型 の接 近

この うち,① は線形 形 式 で あ り,本 節4で 解 説 す る。 ② ～③ は対 数 形 を取 る

ので,次 節5で ま とめて説 明 す る。 これ らの産業廃棄物関数 において変数を具

体 的 に次 のよ うに定 める。すなわち,生 産物 価 格 ρ1を 市 内総 支 出 デ フ レー ター

(PFGDE),廃 棄 物 処理 費 用 ρ2を ごみ処理 手 数料(RDC),生 産要 素 価 格r1を 資 本

コス トと して の 市内総 固 定 資本形成 デ フレーター(DFFI),r2を 名 目賃 金 率WR
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(=市 内雇用 者所得D・E〃 市 内雇用 者数ED=1人 当 た り雇用 者所 得 ・DEI/ED)と す る
。

4.1事 業系 ごみ(BW):実 質市内総支出(αDが)

まず,事 業 系 ごみ量 の線 形 形 式(*18)を 単 純 化 した単 相 関形 式 の検 討 か ら始

め る。生産量41を,こ こで は具体 的 に実 質 市 内総 支 出GDERと 置 く
。推 定 結 果

はか な り良 好 で あ り,'検 定 量 も十 分 に大 き く,有 意性 が認 め られ る。図4.1に

描 か れ る事 業 系 ごみ の実 績 値 の軌跡 は,か な り意 味 の あ る曲折 を示 して いる。

推定線 か らの実績値の乖離 は,別 の変 数 に よ り説 明 され るべ き余地 を大 き く残

してい る。

r;一 一146780.7十 〇 ,0563145*G1)」PR

/0.0039447)

14.2748

s」菖;30285.979,」1～2;0.9147242,n=・21
,0Lプ ニe19

4.2事 業 系 ごみ(・BW「):実 質市民総 支 出(GZER)

{4.1)

こ こで は(4.1)式 の 代 案 と して 生 産 量 ρ1を 実 質 市民 総 支 出(GZER)に 代 え た

モ デ ル を 推 定 す る。 理 論 上 ,実 質 市 内 総 支 出(GDER)の 方 が 実 質 市 民 総 支 出

(GZEx)よ り も相 応 しい と思 わ れ るが,推 定 結 果 は,実 質 市 民 総 支 出 の 方 が 僅 か

に優 れ て い る。 す な わ ち,僅 か と は い え ,決 定 係 数 は大 き くy推 定 値 の 標 準 誤

差 は小 さ く,t検 定 量 も大 き くな っ て い る。

r-8851?.23・ 十一〇.0402866*OZEノ ～(4 .2)

(0.0027914)

[14.4324]

SE‐29985.747,Rz=0.9164066,n=2] .,d.f.=19

4.3事 業 系 ごみ(別 の=実 質市 内総 支出(GD・ 酵) ,純 投資(σ 即 一FKDE),及 び市 内

雇 用者数(ED)

(*18)式 の 設 定 に お い て,△x1に 純 投 資 を 当 て,x,に 市 内 べ 一 ス の 雇 用 者 数
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を当てが う。xlは 本 来,資 本 ス トックを用 い るべ きで あ るが,横 浜 市 の公 表 さ

れ た統 計 に該 当す るデータが な く,新 規 に作 成 す るに して もベ ンチ となる数値

がないので,こ こで は暫 定 的 に,資 本 ス トックの増 分 で あ る純 投 資(一 実質市内

総固定資本形成GFIR一 実質固定資本減耗FKが)を 用 いて い る。

この場 合 の推 定 式(4.3)の 設 定 は,(4.1)式 に純投 資(OF/RrFK1)R)と 雇 用

者 数(ED)の 変 数 を追 加 した形 式 に な って い るが,こ の結 果 は余 り良好 とは い

え な い。この場合,実 質 市 内総 支 出(GDER)の 有意 性 が急激 に減少 して,t検 定

を通 過 しな くな った。 それ と同時 に,追 加 した二 つ の変 数 も,そ のt検 定 量 が

低 く,有 意 性 に乏 しい こ とが判 る。

BW=-255295十 〇.0158877*GOER十 〇.0852205*(GFIR-FKDR}

(0.0406007)

[0.3913]

十328.15566*」EjD

(399.0'7429)

XO.8223]

(0.0507309}

1.6799]

(4.3)

SE=29295.598,R2=0.928fiO92,n‐21,d.f.=17

図4.3は 事 業 系 ごみ の実 績 値 が 計 算 値 か ら乖離 す る状 態 を示 して いる。 ま

た,図4.3'は 同 じ事 業 系 ごみ の実 績 値 と計 算 値 の時系列 的な推移 を示 して い

る。両図 とも乖離 の動 きに組織性のあ ることを暗意 してお り,一 層 の改 良 が見

込 まれ る。

4.4事 業系 ごみ(Blの:実 質市民総支出(GZER),実 質民間企業設備(PEIR),及 び

市内雇用者数(ED)

ここで の設 定 は,前 式 の実 質 市内総 支出(GDEx)を 実質 市 民総 支 出(GZEx)

に代 え,純 投 資 を実 質民 間企 業 設備(PEIR)に 変 更 した もの で あ る。 推定 結 果

は,ほ ん の僅 か劣 って い るが,す べ て の説 明変 数群 の有 意性 が帰無仮説を通過

しない点 で,前(4.3)式 と大 同小 異 で あ り,望 ま しい成 果 が得 られ た とはいえ

な い。
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m・==-53991,79十 〇.0203124*GZER十 〇.0922289*」PEIx

{0.0189421)(0,0690533)

[1.0723][1.3356]

十63.828528*」ED

(205.09875)

[0.3112

S」E璽==30148.34,1～2==0.9243926,n;21,d.f.=・=17

(4.4)

4.5事 業系 ごみ(sつ:実 質 市民総支 出(σZが),及 び実質総 資本形 成(GIR)

節4.5の 定 式 化 は,(4.2)の 実 質 市 民 総 支 出 の 単 相 関 推 定 式 に 実 質 総 資 本 形

成(GI's)を 追 加 した 定 式 化 に な って い るが,そ の 推 定 式 は,実 質 総 資 本 形 成

(GIR)のt検 定 量 がt=0.9984に 留 ま り,5%水 準 で 有 意 で は な く,好 ま し い結

果 に な って い な い 。

iニ ー67883.76十 〇.028051*θZE」 配十〇.0422419*G、r貯(4.5)

(0.0125692)(0.0423098)

X2.2317][0.9984

SE==29988.278,1～2=0,9207928,ne21,d.}:=18

4.6事 業 系 ごみ(β1の:実 質 市民総 支出(G,ZER),及 び実質固 定資本 減耗(FKDR)

前式(4.5)で,実 質 総 資 本 形 成(GIR)を 実 質 固 定 資 本 減 耗(1')に 置 き換

え た変 形 が 次 の(4.6)式 で あ る。 総 じて,当 て は ま り具 合 を 示 す 指 標 はす べ て

劣 化 し,実 質 固 定 資 本 減 耗(FKD尺)変 数 の 有 意 性 は か な り低 い。

s-73310.55十 〇.0359145*GZEX十 〇.0248341*FK」DR(4 .6)

(0.0114999)(0.0632747)

[3.1231][0.3925]

SjE}=30676.444,RHO.9171159,n=21,d.f.・ 二18



334商 経 論 叢 第34巻 第4号

4.7事 業 系 ごみ(Bjの:実 質総 固定資本形 成(GFIR),及 び市 内雇用者 数(ED)

こ こで の 定 式 化 は,生 産 関 数 の 定 式 化 を そ の ま ま 産 業 廃 棄 物 に転 用 した も の

で あ り,事 業 系 ご み 量 が,生 産 要 素 の投 入 量 に よ っ て ど の よ う に規 定 さ れ る か

と い う物 理 的 関 係 を,生 産 量 を切 り離 して 示 して い る。 っ ま り,事 業 系 ごみ の

排 出 量 を 生 産 関 数 の 形 式 で 表 す の で あ る。推 定 結 果(4.7)は,生 産 関 数 型 の 推

定 式(4.1)～(4.9)の 中 で,最 も安 定 的 で 優 れ た結 果 を 示 して い る。(相 関 図

4.7,時 系列 図4.7'を 参照 せ よ。)

BW=-147247.4十 〇.0839343*GFIR十254.95591QED(4.7)

(0.0252078)(118.603fi7)

[3.3297][2.1496]

s」E㌧=29579.08,1～2==0.9229397,ne21,d.f.=18

4.8事 業系 ごみ(BW):実 質総 固定資本形 成(σF7泥),市 内雇 用者数(ED),及 び前

期 事業系 ごみ(Blγ_1)

(*9)式 のKoyck型 の 無 限 指 数 減 少 的 分 布 ラ グ を 前 提 とす る定 式 化 に お い

て,前 期 事 業 系 ごみ ・SW-1を 説 明 変 数 に加 え た 推 定 式 は,決 定 係 数 と推 定 値 の

標 準 誤 差 に 改 善 の跡 が 認 め られ る に して も,市 内雇 用 者 数(ED)と 前 期 事 業 系

ご み(i-1)のt検 定 量 が低 く,10%有 意 水 準 で も検 定 を 通 過 しな い ほ ど の 状

態 で あ る。 この 変 数BW-一.1が 有 意 で な い こ と は,他 の説 明 変 数 が 無 限 等 比 数 列

的 に減 少 す る性 質 の な い こ とを 示 唆 して い る。

BW=-99691.5十 〇.0620789*GFIR十197.466fi6*ED

(0.028037)(120.003?3)

[2.2142][1.6455]

十〇.2182319*、8W-E(4.8)

(0.1402128)

[1.55fi4]

s、E==28475.313,1～=o.9325511,n=二21,dL∫=17
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4.9事 業 系 ごみ(βWり:実 質 民間企 業設 備(PEIR) ,及 び市 内雇 用者数(Eり)

線 形 生 産 関 数 型 の推 定 式(4.7)で,実 質 総 固 定 資 本 形 成(FIR)の 代 わ り に,

あ る程 度,限 定 的 な 実 質 民 間 企 業 設 備(PEIR)を 用 い る と,次 式 の結 果 が 得 られ

る。 しか し,す べ て の 指 標 は劣 化 しy説 明 変 数 はす べ て5%で は有 意 で な くな っ

て しま う。 な お,こ の推 定 式 は 先 の(4.4)式 か ら実 質 市 民 総 支 出OZERを 除 い

た 定 式 化 に な って い る。 よ って,(4.4)よ り も決 定 係 数 が 小 さ くな る。

BW=480357.43十11819.123*PEIR‐s7s754.6*EL)(4 .9)

(6446.7956)(389212.44)

[1.8333][1.7388]

SE=41539.459,ノ ～2=・0.8480212,n==21,d.f=監18

4.10事 業 系 ごみ(B助:実 質市 内賃 金率(wRR),及 び総 固定 資本形成 デ フ レー ター

(D恥7)

企 業 の 利 潤 極 大 化 行 動 か ら導 出 さ れ る(*1fi-3)式 を 原 型 とす る場 合,生 産 廃

棄 物 の 排 出 量 σ2=φ σ2⑦1,ρ,,rl,γ2)に お け る変 数Y1,ρ2,rl,72は,必 要 に応 じて 適

宜,合 成 さ れ ね ば な らな い。

まず,名 目賃 金 率r2を 生 産 物 価 格 ρ1で 割 っ た72/ρ1=ω ゆ(=WR)を 実 質 賃

金 率 とす る。 こ こ で の名 目賃 金wは 「市 内雇 用 者 所 得(DEI)/市 内 雇 用 者 数

(EI))」 とす る。 これ は,市 内 雇 用 者 一 人 当 た り市 内雇 用 者 所 得 に 他 な らず,こ

れ を市 内 総 支 出 デ フ レー タ ー(DF。DE)で 除 して,100を 掛 け た もの を 実 質 市 内

賃 金 率(WRR)と す る。 ま た,資 本 コ ス ト71を 総 固 定 資 本 形 成 デ フ レー一タ ー

(DFFr)で 代 用 す る。

推 定 指 標 は余 り芳 し く な い 結 果 を 示 して い る。 特 に,総 固 定 資 本 形 成 デ フ

レ ー タ ーCr)FFIが 説 明 変 数 と して 有 意 で な い こ と は予 想 外 の事 実 で あ る。

B『〃「=-840177.5十301.43187*WRR-2343.285*、0、FF,(4.10)

(66,627461)(2574,8676}

[4.5241]XO.914].

S、E==43367,532,、 西～2篇=0.8343503,n=21,d.}:==18
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4.ll事 業 系 ご み(B助:実 質 市 内 賃 金 率(WRR)T総 固 定 資 本 形 成 デ フ レ ー タ ー

(・OFFD,及 び ご み処 理 手 数 料(RDC)

こ こ で の 設 定 は,推 定 式(4.10)に,さ ら に,ご み 処 理 手 数 料(1～DC)を 付 け

加 え た も の で あ る 。 しか し,実 質 市 内 賃 金 率WRR以 外 の 変 数 のt検 定 量 は 低

く,有 意 で は な い 。

r==‐s3003s.5十299.05671*WRR--2405.468*D、FFノ ート389.51382*RL)C

{71.941501)(2709.806}(3587.2832)

[4.1569]Co.8877]XO.1086]

SE=44609.356,R2=0.8344651,n=21,d.f.‐17(4.11)

4.12事 業 系 ごみ(lBW):名 目市 内賃 金 率(WR),及 び市 内総 支 出 ヂ フ レー ター

(、DFGDE)

事 業 系 ご み排 出 関 数(*is3)の 生 産 要 素 価 格 γ2と生 産 物 価 格ylを 分 け て 用

い る簡 単 な モ デ ル を 設 定 す る。生 産 要 素 価 格 に 名 目市 内 賃 金 率(m)を 充 て,

生 産 物 価 格 に 国 内 総 支 出 デ フ レー ター(DFω 。)を 援 用 す る。 推 定 結 果 は 前式 よ

り も良 好 で あ り,二 つ の 説 明 変 数 のt検 定 量 も大 き く,5%水 準 で 有 意 で あ る。

(図4.12を 参 照せ よ。)

・=二325928.16十302.78793*WR-14058.13*D、FG.DE(4.12)

(93.941233){6329.0182)

03.2232]X2.2212]

SE二39494.821,1～2=0.8626143,n=21,d.f二=18

4.13事 業系 ごみ(jBW「):実 質市民賃金率(WRzR),及 び総 固定資本形成デフ レー

ター(DFFI

(4.10)式 の定式 化 で,実 質 賃金 率(w/p)を 市 内 ベ ー スか ら市民 ベ ー スに変 え

る。 まず,「 市 民雇 用 者 所 得(ZE∫)/市 民雇 用 者数(EZ)」 を名 目市民賃 金 率 と

し,こ れ を市 民 総 支 出 デ フ レー ター(DFCZE)で 除 し,100を 掛 けた もの を実質 市

民 賃 金 率G槻!)と す る。 また資 本 コ ス トr,に は総 固定 資本形 成 デ フ レー ター
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1)、F〃を用 い る。

推 定 指 標 は市 内賃金 率 を用 いた(4.10)式 に比 べ て,や や 改善 されて い るが,

総 固定 資 本形 成 デ フ レー ター α)FFI)は 説 明変 数 と して相 変 わ らず有 意 で はな

い 。

β 「レγ=-755fiO4,5十308.19969*ワ レ7～g'配一3842.499*∠)FFノ(4 .13)

(06.147309}(2804.0557)

[4.fi593][1.3703]

SE-42684.385,・.8395279,n=・=21,d.f==18

4.14事 業系 ごみ(・研 の:実 質 市 民 賃金 率(WRZR),総 固 定 資 本形 成 デ フ レー ター

(」D・FE、),及び ごみ処 理手 数料(RDC)

こ こで の 設 定 は,推 定 式(4.13)に,さ らに,ご み 処 理 手 数 料(RDC)を 付 け

加 え た もの で あ る。 ご み 処 理 手 数 料(RDC)の デ ー タ は階 段 状 で あ り,段 階 的 ダ

ミー変 数 の 役 目 を 負 わ せ て い る。 しか し,実 質 市 民 賃 金 率(WFR!)以 外 のt検 定

量 は低 く,有 意 と は い え な い 。

β レr罵 一721831十301.27015*WRzR--4126.072*」DF〃 十1482.6397*R .DC

{69.578694){2944.1505)(3439.5992)

[4.3299]X1.4014][0.4311]

S五》;43683.754,1～2=0.8412629,n==21,d.f篇17(4.14)

4.15事 業系 ごみ(BW):名 目市 民賃金率(W瓦),及 び市 民総支出デ フレーター

(D∬σ朋)

事 業 系 ごみ排 出関数(*16-3)で,生 産要 素 価 格72に 名 目市民 賃 金率(WRz)

を 充 て,生 産 物 価 格 ρ1に 市民 総 支 出 デ フ レー ター(DF。 。。)を 用 い る。つ ま り,

(4.12)式 にお け る二 つ の変数 を 「市 民 」変数 に置 き換 えた ものである。推定結

果 は前式(4.14)式 よ り も良好 で あ り,企 業 利 潤極 大化 を前提 とす る(4.10)

式 以 降 のす べ て の推 定 結 果 を通 じて適合度 は最 も高 く,説 明 変数 の`検 定 量 も

大 き く,5%水 準 で有 意 で あ る。 しか し,決 定 係 数 がか な り低 い こと は,こ の種



338商 経 論 叢 第34巻 第4号

の 定 式 化 に 難 点 の あ る こ と を 告 げ て い る 。(図4.15を 参 照 せ よ。)

B「W=424243.41十325.11335*レ γ1～z-16452.94*1)、FGzE

(93.27883)(6539.5311)

[3.4854][2.5159]

s」E=38325.21,1～2=0.8706309,n==21,d.f.=18

(4.15)

4.16事 業 系 ご み(別 の=名 目 市 内 賃 金 率(WR),市 内 総 支 出 デ フ レ ー タ ー

(DFσDE),及 び総固 定資本 形成 ヂ フ レー ター(、OFFD

名 目賃 金 率 と物 価 指 数 を 分 離 す る形 式 で,市 内 賃 金 率WRと 市 内 総 支 出 デ

フ レー タ ー を 説 明 変 数 と して 設 け る。 これ に 資 本 の 物 価 指 数 と して 総 固 定 資 本

形 成 デ フ レー タ ー(」DFF7)を 付 け加 え て み る。推 定 結 果 は,デ フ レー タ ー変 数 の

有 意 性 が低 い と い う欠 点 が あ る。

・=330019.07十271.87908*ワ レTR--10802.35*」D、Fα)E-1808.602*」D」FFノ

(128.14523){11018.822){4947.8113)

[2.1216[0.9504[0.3655]

SE=40481.06,Rz-=0.8636857,n=21,d.f.=17(4.16)

4.17事 業 系 ご み(別 の:名 目 市 民 賃 金 率(WRz),市 民 総 支 出 デ フ レ ー タ ー

(DFGZE),及 び総 固 定 資 本 形 成 デ フ レー タ ー(DFFI)

こ こ で の 式 は(4.16)式 の 市 内 ベ ー ス を 市 民 ベ ー ス の 変 数 に 代 え た 設 定 に

な っ て い る。 推 定 結 果 は(4.16)式 よ り も若 干,改 善 さ れ て い る が,賃 金 率 以

外 の 変 数 が や は り有 意 で は な い こ と は 問 題 で あ る 。

BW=432642.48十286.17162*WRz-12048.86*1)FczE‐257E.091*、0.F、Fノ

(115.67909)(10002.948)(4364.9886)

[2、4738][1.2045][0.5902]

SE幕39038.426,RZ=0.8732283,n=21,d.}:=17(4.17)



横浜市 ごみ問題の計量経済学的研究339

5.事 業 系 ごみ 〈対 数>InBW

I章6.1節 の(*12-3)式 に示 す 自然 対 数式 は,Cobb-Douglas型 生 産 関数 を

推 定 す る場 合 の 基 本形 で ある。被説 明変数 は事業 系の ごみsの 自然 対 数1n

8Wで あ り,こ れ を 資本 ス トックな い し投 資 フ ロー,労 働 量 ,生 産 量 の対 数 で

説 明す る。

次 の推 定式(5.1)～(5.3)式 は対 数 定式 化 に現 れ る説 明 変数 を,ま ず,単

相 関形 式 で変 数0つ ず つ の説 明力 を検 討 した もの である。

5.1対 数 事業 系 ごみ(lnBW):対 数案質 純投 資(1nNIR)

(5.1)式 は,事 業 系 ご み 量 の対 数 に対 す る,実 質 純 投 資(NIR)の 対 数 の 単 相

関 式 で あ る。「実 質 純 投 資 」 の デ ー タ は 「実 質 総 固 定 資 本 形 成 一実 質 固 定 資 本 減

耗(RFIR-FKDR)」 に よ り加 工 作 成 さ れ た 。 推 定 結 果 は,決 定 係 数 が 低 い の で,

この ま ま で は採 用 す る こ とが で き な い。

ln、・=-3.011767十1.1168425*1nNIR(5 .1)

(0.1831114)

[6.0993]

5E=0.1922578,」 夢～2==0.6619269,ne・21,d.f調=19

5.2対 数事業 系 ごみ(1皿 正):対 数市 内雇用 者数(lnED)

(5.2)式 は,事 業 系 ごみ 排 出 量(βW)の 対 数 と 市 内 雇 用 者 数(ED)の 対 数 の

間 の 単相 関 式 で あ る。 「市 内 雇 用 者 数(ED)」 は横 浜 市 外 の 居 住 者 で も横 浜 市 内

で 雇 用 さ れ る場 合 は員 数 に含 め る属 地 主 義 に 立 って い る。 推 定 結 果 は,市 内 雇

用 者 数 が 実 質 純 投 資 よ り も説 明 力 の 高 い こ と を示 して い る。

ln・-1.544654十2.0463592*lnED(5.2)

(0.x.860929)

[10.9964]

SE=0.1218465,Rz=0.8642097,n=21,d.f.=19
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5.3対 数事 業系 ごみ(1nBW)=対 数実 質市 内総支 出(lnGDER)

(5.3)式 は,「 実 質 市 内 総 支 出(GDEK)」 の 対 数 を説 明 変 数 と して 事 業 系 ごみ

排 出 量 の 対 数 を 説 明 す る。(5.1)～(5.3)式 を 比 較 す れ ば,実 質 市 内 総 支 出 の

推 定 式 の 説 明 力 が 最 も高 く,有 意 性 も高 い こ と が 判 る。(図5.3を 参 照せ よ。)

ln、8レ7==-10.66165十1.4638239*lnGL)ER(5,3)

(0.1127433)

[12.9837]

SF=0.1052365,R2=0.8987078,n-一__=21,d.f.一=19

5.4対 数事 業系 ごみ(lnBW)=対 数名 目純投資(inNI),及 び対 数市 内雇用 者数(ln

ED)

こ こで は,生 産 と して の 市 内 総 生 産 に代 え て,投 入 面 に遡 って,名 目純 投 資

の 対 数 と 市 内 雇 用 者 の 対 数 を用 い て 事 業 系 ご み 排 出 量 の対 数 を 説 明 す る。 推 定

結 果 は実 質 値 を 持 つ 後 続 の(5.5)よ り も僅 か に 優 れ て い る と判 るが,理 論 的 に

は実 質 値 の 方 が 望 ま し い。(相 関図5.4と 時系列 図5.4'を 参照 せ よ。)

InI3W‐ 一一一2.060586-十 一〇.3510379*lnNI十1.4153458*lnED(5.4)

{0.1251211}{0.2757151}

[2.8052]C5.x.334]

SE=二 〇.1044192,R2=0.9055237,n薫21,d.f.二18

5.5対 数事業系 ごみ(InBW):対 数実 質純投 資(lnNIR),及 び対数市 内雇用 者数

(finED)

前 式(5.4)で 名 目純 投 資 を 実 質 値 に 置 き換 え た もの が(5.5)式 で あ る。 推

定 結 果 は,(5.1)と(5.2)の い ず れ よ り も改 善 さ れ,決 定 係 数 も高 くな り,各

変 数 のt検 定 量 も 長分 に大 き く,5%の 有 意 水 準 で 有 意 性 検 定 を 通 過 す る。 総

じて,(5.4)式 よ り明 らか に 優 れ て い る。(相 関図5.5と 時系列図5.5'を 参照 せ よ。)

ln」Bレlz==一一4.079594十 〇.4179288*lnNIR十L5670532*ln、ELZ)(5.5)

(0.1392752)(0.2233363)

[3.0007]X7.0166]
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SE二 二〇.102205,、R1=0.909488,n==21,d,fe18

5.6対 数事業 系 ごみ(lnBCの:対 数 実質純 投資(lnNIR),対 数市 内雇 用者数(ln

ELO),及 び 時間(TIM)

こ こで の 定 式 化 は前(5.5)式 に 時 間(TIM)を 追 加 した 形 式 に な って い る。

時 間 変 数TIMの 値 は100,101,102,… と穏 や か に推 移 す る よ う に設 け て あ る。

そ れ 故,決 定 係 数 は僅 か に 増 加 す るが,個 々 の 説 明 変 数 のt検 定 量 は む し ろ悪

化 し,特 に対 数 雇 用 者 数 の 有 意 性 は 劣 化 し,時 間 変 数 は有 意 で な くな る。(図

5.s,図5.6'を 参照 せ よ。)

1n、θレ1/帯4.6975896十 〇.482601*lnMメ ～-0.627653*lnED

(0.1451163)(1.6824673)

[3.3258][0.3731]

十〇.0502902*TIM(5.6)

XO.0382248)

[x.3156]

s」E`二・=0.100191,1～2二=0.9178522,n=21,d.f=17

5.7対 数 事業 系 ごみ(lnr):対 数実 質純投資(lnNIR),対 数市 内雇 用者数(ln

ED),対 数 実質'市内総 支出(lnGDER),及 び時間(刀 乃の

対 数 型 生 産 関 数 の 推 定 に予 定 さ れ る す べ て の 説 明 変 数 を編 入 して 推 定 した も

の が(5.7)式 で あ る。 この 場 合,決 定 係 数 は僅 か しか 改 善 され ずtむ しろ,す

べ て の 説 明 変 数 の`検 定 量 が 低 下 し,有 意 性 が 劣 化 して し ま っ た。

lnf=9.5481236十 〇.5749856*lnNIR-D.608376*ln、 配0

(Q.3045372)(1.7286156)

[1.8881][0.3519]

-0 .48585*lnODER十 〇.0635234*7W(5.7)

(1.39fi7328)(0.0545634)

[0.34?8][1.1621]
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、SE==0.1028863,1～2=0.9184688,n・=21,d.f.=・=16

5.8対 数 事 業 系 ごみ(lni):対 数 実 質 純 投 資(1nNIR),対 数 市 内雇 用 者 数(In

ED),実 質 市 内 総 支 出(inGDER),時 間(TIM),及 び 前 期 対 数 事 業 ご み(ln

r-t)

こ こ で は,(5.7)式 の 設 定 に 前 期 対 数 事 業 ご みlnBW_,を 追 加 し た 形 式 に

な っ て い る 。 こ の 推 定 式 は 対 数 系 の(5.1)～(5.13)の 全 体 を 通 じ て 決 定 係 数

は 最 も高 い が,こ の 前 期 対 数 事 業 ご み の 変 数 以 外 はt検 定 量 が 著 し く低 下 す る

の で,推 定 方 程 式 と して は 採 用 で き な い と 思 わ れ る 。

lnr=5.4229395十 〇.3142535*lnNIR十 〇.3559247*lnED

(0.291418)(2.0724228)

[1.07$4][0.1717]

-0 .574722*lnGI)、E尺 十〇.0226035*TIルf十 〇.5565808*ln、8W-,(5.8)

{1.3161441{0.0555353)(0.2284267)

[0.4365][0.4070][2.4366]

S、E'二〇.0917708,R2=0.9348358,n=20,d.ノc=14

5.9対 数事 業 系 ごみ(1nBW)=実 質市 内賃金 率(WRR)

前1章 に お け る(*16-3)式 の 設 定 に 関 連 して,片 対 数 の 定 式 化 を 行 う の が,

本 節 以 降 の 接 近 で あ る。 まず,実 質 市 内 賃 金 率(WRR)の 指 定 で は,そ のt検 定

量 は 十 分 に 大 き く,説 明 力 に 優 れ て い る が,決 定 係 数 等 の 指 標 は,さ ほ ど優 れ

て い な い 。

InBW=9.0268366-一 十一〇.0007889*WRR(5.9)

(a.0000792)

[9.9609]

S.L=0.1325142,Rz=0.8393919,n=21,d.f.=19
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5.10対 数 事 業 系 ご み(lnBUの:実 質 市 内賃 金 率(WB麓)
,及 び 総 固 定 資 本 形 成 デ フ

レー・夕 一(」D」F』7)

前 推 定 式(5.9)に 総 固 定 資 本 形 成 デ フ レ ー タ ーD、FFIを 追 加 し た 設 定 は
,大

き な 改 善 が 見 ら れ ず,こ の 追 加 し た 変 数D .r'Fノは 全 く有 意 で は な い 。

InBW=8.9921828+0 ・000838*WRX-O.OD2058*DFFノ(5 .10)

(0.0002088)(0、0080688)

[4.0134][0.2551]

5E=0.1358999,R2=0.8399705 ,n=21,d.f.=18

5.11対 数 事 業 系 ご み(lnBjの1実 質 市 内賃 金 率(WRR)
,総 固 定 資 本 形 成 ヂ フ レー

ター(」D1㌦),及 び ご み 処 理 手 数 料(RDC)

こ こ で は}さ ら に 先 の(*16-3)式 に お い て
,ρ2幕RDC(ご み処 理 手 数 料)と 置

き,こ の 変 数 を 追 加 す る 。 しか し,こ の 変 数 のt検 定 量 も低 く
,DFF,と1～DCは

と も に 有 意 で は な い 。

lnβ1レ7・=9.0659431十 〇.0008207*WRx-0 .002511*D」Flrノ

(0.0002251){0.0084787)

[3.6459][0.2962

十 〇.0028331*1～1)C(5
.11)

(0.0112243

Co.2524]

S」E;0.1395785,R2=o.840568,n==21 ,d.f.;17

5.12対 数 事業 系 ごみ(InBW);名 目市 内賃 金率(WE)
,及 び総市 内支 出デ フ レー

ター(」OFoρE)

先 の(*16-3)の 定 式 化 に お い て,Aとr2だ け を 取 り出 した片 対 数 形 式 が 次 の

(5.12)で あ る。 こ こで は,名 目市 内 賃 金 率Hη ～だ け が 有 意 で あ り
,生 産 物 価 格

に 相 当 す る市 内 総 支 出 デ フ レー タ ー 、OFGDEはt検 定 量 が 低 く
,有 意 で は な い。

しか し,(5。9)～(5.13)の 中 で は最 高 の 決 定 係 数 を も た ら して い る
。(図5.12
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と図5.12'を 参 照 せ よ。)

InBW=12.1.76538十 〇.0007274*WR‐0.028532*DFGDE

(0.0003082){0.007661)

[2.3407][1.3740]

SEI==0.1295859,RZ--0.8544952,n=21,d.f二=18

(5.12)

5.13対 数事業系 ごみ(lnBW):実 質市内賃金率(WRR),及 び市内総支出デフレー

ター(、DFGDE)

前 の(5.12)式 で名 目賃金 率 を実質 賃 金 率 に置 き換えた ものが,(5.13)式 の

定 式化 で あ る。 しか し,実 質 賃 金 率 は5%の 有 意 水準 を割 り込 み,10%の 有意 水

準 な らば無 相 関帰 無 仮 説 の検定 を通 過す る程 度 であ る。市 内総 支 出デ フ レー

ター も有意で はな く,総 じて,こ の種 の接 近 は余 り有効 で はな い と思 われ る。

ln、BW「==9.3490939十 〇.0006408*レr1～R十 〇.0039859*DFcDE

(0.000338)(0.0088294)

[1.8959[4.4514]

S、E噛=・0.1353811,1～2==0.8411899,n==21,d.プ こ=誹18

X5.13)

6.ご み収 集 搬 入量(RC)に お ける ごみ処理 の 内訳

横 浜市 の ごみ収集搬入量(RC)が どの よ うに処 理 されて い るか にっ いて,機

械 的 な相 関式 を ここで推 定 す る。推定方程式 の設定 は,ま ず,横 浜市 の ごみ収

集 搬 入 量 と,こ れ らごみを処 理 す る内訳 で あ る各種処理量 との相関関係式を行

う。 ごみ処理 の内訳 は,「 焼 却(ID)J,「 埋 立(LD)」,「 資源 化(REC)」 で あ る。

ごみ収 集 搬 入量 との相 関式 は,(6.1)式 か ら(6.3)式 まで の3式 を提 出す るが,

推 定結 果 は,(6.2)式 の 「埋 立」 の決 定係 数oi7289と(6.3)式 の 「資 源化 」

の決 定 係数R2=0.3807947が 低 く,一 層 の工夫 が必 要 で あ る。 なお,(6.3)式

で 「資 源 化」 の デ ー タが1990年 度 以 降 しか利 用 で きず,標 本 の大 き さが 小 さ

く,η 謀6で あ る こ とに注 意 す べ きで あ る。それ故,こ こで は 「参 考式 」 と した。

(図6.1～ 図6.7を 参照せよ。)



∬C;-49423fi.7十1.313853*1～C

{0.04865?1)

X27.0023]
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SE=52496.183,1～2鷹 こ0.9746032,n=21,d .ノ===19

LD=519774.05--0.339504*RC

XO.0474965)

[7.1480]

S.E=51244.09,1～2調0.7289333,n==21
,d.プ=e19

REC=-475425-1-0.334051*RC

(0.2129878)

「1.5fi84]

SE=9357.2557,1～o.3807947,n=6,d .f.=4

(6.1)

(6.2)

(6.3)

次の(6・4)式 は ごみ の収 集 ・搬入 量 か ら直接 に焼却残灰 を説明づ ける定式化

であ り,さ らに(6.5)式 は,ご み資 源 化(REC)を 追 加 した もので あ る。(6.5)

式 で は,決 定 係 数 もか な り高 く,説 明 変数 のt検 定 量 は5%の 有 意水 準 で無 相

関帰 無 仮説 を棄 却 す る。

Z1～ 瓢 一172879.5十 〇.3486653*1～C

(0.0136994)

X25.4511]

SE-14780.2G3,R2=0.9715041,n=21,d .f.‐19

1R=一 ・-197493.7十 〇.3733649*RC-4 ,968527*1～ 、EC

(0.01636fi8)(0.420315fi)

X22.8123]X2.3043]

SE=13344.131,Rl==0.97?9952,n=21 ,d.f.=18

(6,4)

(6.5)

ごみ収集搬入量 を焼却 した場合,焼 却 処分 に回 した量 に対 応 して焼却残灰 が

発生 し,こ の残灰 を また処 分 しな けれ ば な らない。 このよ うに,ご み 処理 には

1次 処 理 と2次 処 理 の 工程 が あ るか ら,こ れ らの総 量 は ごみ収 集搬 入 量 よ りも

一般 に大 となる
。次式(6.6)は,こ の物 理 的 な量 的 関係 を表 し,(6.7)式 はy
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さらに資源化分 を変数 と して追加 したモデルであ る。資源化 は,実 際 に缶 ・び

ん の分 別 収 集 が行 われて資源化が始 め られたのが1990年 度 で あ るた め,そ の

変 数 は1990年 度 以 降 しか な いの で,ダ ミー変数 の意 味 で用 い られ る。

刀?ニ ー40623.71-十 〇.2643423*IC

(0.0063754)

[41.4629

SE=9154.2493,R2==0.9890689,n=二21,d.f=・=19

1R=一 一一一46824.14十 〇.2721249*IC-0.43084*REC

{0.0077782)(0.2658432}

X34.9856]X1.6207]

SE-8785.9049,、R2=0.990409,n=21,d.f.=18

7.ご み処 分 量(TD)に お ける ごみ処 分 の 内訳

(6.6)

{6.7)

横浜市が収集 し搬入を受 けた ごみ量(RC)は,焼 却,埋 立,資 源 化 の三 通 り

の方 法 で処 分 され る。前節で,こ れ ら処 分 量 を ごみ収 集搬 入 量(RC)で 説 明 し

た の に対 して,こ こで は,ご み の総 処 分 量(TD)と の相 関 式 を求 め る。 前節 と

同 じ く,横 浜 市 の ごみ総 処 分 量(TD)を 機 械 的 に,そ の 内訳 で あ る各種 処 分量

に相 関 させ る。内訳 とな る変数 は,「 焼却,埋 立,資 源 化」 で あ るが,焼 却 処 分

され た ごみ は,そ の残 渣 を再 び埋 立処 分 す る必 要 があ り,焼 却処 理 工 程 は2次

処 理工 程 を伴 うか ら,一 般 に,ご み の総 処 分 量 は ごみ の収集 ・搬入量 よ りも大

となる。

相関式(7.1)式 か ら(7.5)式 まで にお いて,推 定結 巣 は総 じて前 節 の ごみ

収 集 搬 入量(RC)を 用 い た もの よ り も改 善 され て,す べ て の推 定 式 で指 標 が上

が って いることが判 る。なお,(7.3)式 は 「資源 化 」の デ ー タが1990年 度 以 降

しか な く,標 本 の大 き さがn=6し かな いので,「 参 考 式 」と して提 示 す る。(図

7.1～ 図7.5,図7.5'を 参照せよ。)

IC-331001.6-1-0.977827*TDC7.1)

(0.0287654)

[33.9932]
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S.E;41896.818,R2;0.9838234,n二=21
,d.f.識19

LD=482797.79-0.256328TD

(0.0332932)

[7.6991]

SE=48491.606,Rz-=0.7572709 ,n=21,d.f.=19

1～EC==-122241十 〇.0767233*TL)

(4.2476175)

[0.3098]

SE=11751.16fi,Rz-_=0.0234386
,n=6,d.f.=4

1R二=一 一一130251.3十 〇.2599769*TL)

(0.0075169)

[34.5857]

SE二=・10948.452x∫ ～2淵=0.9843641tn=21 ,d.f菰19

1R;-146250。1十 〇.2737181*TL)一 一〇 .746311*1～ 、εC

(0,0086553)(0.3000?11)

[31.6243][2.4871」

S」E_97Q3.9808,R2=o.9883631
,n=二21,d.f.二18

X7.2)

(7.3)

(7.4)

(7.5)

8.ま と め

本文では,横 浜市のごみ問題の計量経済学的分析の第一段階 として,横 浜市

のさまざまな経済変数に係わるごみ方程式を推定 し,そ れらの可能性を検討 し

た。節1で 示す横浜市のごみ収集 ・搬入モデルは,総 括的な設定 として所得や

消費を説明変数に用いている。所得変数の中で最 も適合度の高い推定結果 は

(1.10)式 に示す実質市内総支出(GDER)で あり,消 費変数の中で最 も適合度の

高い説明変数は(1.17)に 示す実質家計消費支出(HCER)で ある。 ごみ収集搬

入量(RC)を 消費変数で説明することは,こ の消費変数を,さ らに遡 って,所

得変数で説明す ることになる。それ故,こ の場合には横浜市の消費関数の推定

式が追加的に必要になる。横浜市消費関数は,実 質家計最終消費支出 〃CERを
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実 質 市 内 総 支 出GI)ERに よ り説 明 す る。(図8.1と 図8.1'を 参照 せ よ。)

HCER;-145337.3十 〇.6912621*GDER

(0.0132272)

X52.2607]

SE=101554.22,1～2コ0.9930914,η==21,d,f.二19

(8,1)

上 の推定結 果 は通常,予 想 され るよ うに,極 めて高 い適合 度 を示 し,決 定 係

数 はRI==O.9930,t検 定 量 は52.26と 十分 に大 きな有意 性 を告 げて い る。 よ っ

て,推 定 式(1.17)を 分 析 に用 い る場 合,推 定式(8.1)を 併 用 す る こ とにな る。

節2の 家庭 ごみ か ら節5の 事 業 系 ごみ まで の定 式 化 は,い わば,ご み収 集 搬

入 量 の 内訳 モ デル で あ る。家庭 ごみの定式化 において最 も適合度の高 い説 明変

数 は,所 得 変 数 で は(2.7)式 の実質 市 内総 支 出(ODが)で あ り,消 費 変 数 で は

(2.9)式 の実 質民 間消 費支 出(PCER)で あ る。節3の 粗 大 ごみ で は,(3.16)式

にお け る実質 家 計最 終 消 費 支 出(πCが),前 期粗 大 ごみ(BR1)と ダ ミー変 数群

に よ る推 定 方 程 式 が最 も高 い説 明力を有す ることが認 め られ る。事業系 ごみ

は,節4の 線 形 生 産 関 数型(4,8)式,最 適 化 に よ る指 定 の(4.15)式 か(4.17)

式,節5の 両対 数 型 で(5.5)式,片 対 数(5.12)式 が そ れぞ れ の グル ー プで最

善 の成 果を挙 げて いる。

現在,利 用 可能 な統 計 デ ー タの制約 か ら実行 可能 な計量経済学 的分析 は本文

に提出 した段 階に留 まるであろ う。現状で は,統 計 デ ー タに詳細 な項 目が設 け

られ たの は最近数年 の ことであるため,よ り精 密 な分 析 を実 行 す るに は標本数

が小 さ く,ま だ時期 尚 早 で あ る と思 わ れ る。横浜市 の ごみに関す る統計 データ

が時系列的に十分な標本 の大 きさを もち,か っ細 部 に至 るまで十 分 に完 備 され

るな らば,よ り詳細 かつ 厳 密 な計 量分 析 が 可能 になるであろ う。

残 された課題 は,こ の研 究 を基 点 に して,横 浜 市 民 の経 済 活動 に基 づ くごみ

排 出 ・搬入行動 と横浜市 当局 の ごみ収集 ・輸送行動 を,家 庭 ごみ,粗 大 ごみ,

事 業 系 ごみ等 の分 類 につ いて で きるだけ詳細 に定式化 し,さ らに,横 浜 市 の ご

み処 理 システ ム を焼 却,埋 立,資 源 化 の各 局 面 で経 済 学 的 ・工 学的に記述 して,

全体 的 に一 っ の機 能 的 な数学 的 モデルの体系 を構築す ることであ る。 これによ



横浜市 ごみ問題の計量経済学的研究349

り・政策的に望ましい機能的構造を策定 したり,多 くの現実的な諸問題の解決

をモデル上で事前に検討できるようになるであろう。 このように機能的な横浜

市のごみ対策モデルを構築することが当面の目標であるが,さ らに リサイクル

を明示的に含める環境整備モデルに拡張 して,効 率的な施策を多角的に検討で

きるようなモデルを作成することが残 された目標である。

注

*本 研究は,横 浜市地域研究費補助金を受けた成果である。

(1)例 えば粗 大 ごみ にっ いて,デ ー タは現 在,可 燃 物(1992),金 属 類(1992),戸 別

収 集(1992),戸 別 申告(1993),戸 別 申告可 燃物(1992),無 料搬 入(1996),無 料

搬入 可燃物(1996),無 料搬 入金属類(1996)等 の細 か い分類 で統 計 が取 られ てい

るが,利 用 可能 な デー タの初期値 は括 弧内 に示 す よ うに,ご く最近 で しか な い。

(2)相 関関係 とは,確 率変数 間 に相互依存 性 のあ ることを指 し,「互 いに独立 で ない

確率 変数 は相 関 を もっ」ので あ る。相関 は相関係 数 ρガ嵩σ。ノσ辺,で 測 られ る。ただ

し,Qxyは 確率変数xとyの 間 の共分散Qxは 確 率変 数xの 標準 偏差,Qyはyの 標

準偏差 で あ る。

(3)正 式名 は 「廃 棄物 の処 理及 び清掃 に関す る法律」で あ り,1970(昭 和45)年 国会

で成 立,1991(平 成5)年10月 改正。廃掃法 とか廃棄 物処理 法 と略称 され る。廃棄

物 を一般 と産業 に分 け,排 出者 の責任 によ る適正 な処 理 を定 めて い る。

(4)事 前的 な 市 場 均 衡 条 件 で あ る と は,価 格pの 需要 関数 をD(p),供 給 関数 を

S(ρ)と して,需 要 が供 給 と等 し くな る とい う条件D(p)-S(p)を 意 味す る。 これ

よ り価 格 ρを解 けば,市 場 で需 要 と供給 が等 し くな る市場 均 衡 価 格 プ を もた ら

し,こ の解 が を代 入 した ・D(ρつ=S(が)=Qeは 市場 均衡取 引 量 を表 す。実際 の統 計

数値 は,既 に市場 で需 要 と供給 が等 しく,D(pe)==S(が)が 成 立 して い る場合 の数

値 を表 すか ら,(*1)式 の左辺 と右辺 の数値 は必ず等 しい。

(5)経 済 変量 の名 目値 は,現 行 市場価 格表示(時 価 表示)で あ り,数 量 の変 化 のみ な

らず価格 変化 も含 まれ るので,数 量 的変化 を適 切 に表 し得 ない。それ故,経 済変 量

か ら価 格変 化 を除去 して数 量 的変化 だ けを残 す ため に実質 化 を行 う。 実 質化 は,

あ る基準年 次(例 えば平成2暦 年)の 価格 で表示 す ることに よ り果 た され る。

(6)横 浜 市企 画局政 策部統 計解析 課 で作成 して い る 「横 浜市 の 市民経 済計算 」で は,

純移 出 ・統 計上 の不突 合,市 内総支 出,市 外 か らの要素所 得(純),市 民総 支 出の

各項 の デ フ レー ターはすべ て同0に 作 られて い る。

(7)Koyck型 のlag方 式 は,あ る要因xが 結果Yに 与 え る効 果 が過去 に遡 るにっ れ
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て次 第 に弱 くな る とい う仮定 に基 づ いて い る。 この次第 に減衰 す る効果 は,一 定

の減衰係 数0〈 λ<1が 過 去 に遡 るにつれ て,λ,λ2,λ3,…,n,… の よ うに指 数

的 に減衰 す るとい うt極 めて機械 的 な構 図 を想 定 して いる。 しか し,こ の方 式 は,

ラグ付 き被説 明変数 を右辺 に加 え る理論 的根拠 を 与え,有 用 であ る。

(8)遅 れの作用素Lは,通 常 の量 を表す記号 と同 じよ うに単独 で演算可 能 であ る。

つ ま り,作 用素Lは,Lsxr-xt.Sの 操作 を意 味す るが,同 時 に,

Xt十 λX`1十 λ2瓦 一2十… 十 λη&n十 … 二X十 λLX,十 λ2」L2Xご十… 十 λπ五ηX,十…

1
-(1+λL+λ2ム2+…+nLn+…)Xr=Xt

l一 λ五

のよ うな演算 が可能 で あ る。

(9)前 注3)を 参照 の こと。

(10)こ の よ うな確率 方程式 の指定 で は,撹 乱項 の対数v=1nuが 通常 の仮定 に従 うこ

とが仮 定 され る。 す なわ ち,擬 乱 項vの 期待 値 はすべ て ゼ ロで,E[U]=o,か っU

の分散 共分散 行列 は同質 散布 的で あ る。E[ノUU]-QLI

(11)(*13)か ら(*16)に いた る利潤極 大化 の理論 は制 約条件 な しの極大化 問題 と し

て提 出 され る。 目的関数 は(*14):π ・』ρ1∫(κbκ2Q2)-rlx,-72κ2一 ρ2σ2であ る。極

大化 の2階 条件 は,非 ゼ ロのdx≠0に 対 して1階 条件 が成 立す る点x° にお いて次

の2次 形式 が負 値定符号 で あ るな らば,極 大で あ る。

[幽蜘[髪 鰍 鰯1}驚:縮 劃 隆1

=p1[dxEdx2dqa][鰯繰:1轄ill:li篠 劉 圏 く・

(12)撹 乱項 佑 の分散 は σ2=E[(u、-E[副)2]と 定 義 され,撹 乱 項u1と 砺 の共分散 は

砺=・E[(πrE[u=])(u;一 一一E[u;])]と 定義 され る。分 散 は確 率変数(撹 乱項ut)の 散

らば り具合 を表 し,共 分散 は πfと 笏 の相 互依存性 を表 すか ら,共 分散 ゼ ロの仮 定

はuiとu;が 独立 に分布 す ることを意 味す る。
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[変数一覧表]

器

㎜
雅

撫

欽

留

簿

㎜
鮒

雛

雛

併
銑

鰹

欝

κ
島

焔

沸

粗 大 ごみ(ト ン)

事 業系 ごみ(ト ン)

要素費用 表示 の 市内雇 用者所 得(百 万 円)

実 質 市内雇用者所 得(百 万 円)

総 固定 資本形成 デフ レー ター(平 成2暦 年 一一=100)

市内総支 出 デ フ レー ター(平 成2暦 年=100)(=DF'G2F .')

市民 総 支出 デ フ レー ター(平 成2暦 年=100)(=DF。 ρ1∂

粗大 ごみ申告制戸別 収集 ダ ミー変 数(1975-1989=0,1990-1995=100)

廃棄物 処理 法改正 ダ ミー変数(19?5-1990・ ・0,1991-1995-=100)

市内雇 用者数(千 人)

市民雇 用者数(千 人)

名 目家 計食料 費支 出(百 万 円)

実質家 計食料 費支 出(百 万 円)

固定資本 減耗(百 万 円)

実質 固定 資本減耗(百 万 円)

実質 家 具家 事用 品支 出(百 万 円)

名 目市内総 支 出(百 万 円)

実質市 内総 支 出(百 万 円)

名 目市内総生 産(=α)E,百 万円)

実質市 内総生産(-GDER,百 万 円)

実質総 固定 資本 形成(百 万円)

実質総 資 本形成(百 万 円)

名 目市民総 支 出(百 万 円)

実 質 市民総 支 出(百 万 円)

名 目家 計最 終 消費支 出(百 万 円)

実質 家計最 終消 費支 出(百 万 円)

家庭 ごみ(ト ン)

ごみ焼却(ト ン)

ごみ焼 却残灰(ト ン)

ごみ埋 立(ト ン)

名 目純 投資(百 万 円)

実質純 投資(百 万 円)

要素費 用表示 の市 内純 生産(百 万 円)

実 質市 内純生産(百 万円)
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PCE

、PCE尺

PEIR

RC

RDC

REC

TD

TIM

WR

WRR

WRz

WR!

ZEI

ZEIR

ZI

ZIR

名 目民 間最終 消費支 出(百 万 円)

実質民 間最終 消費支 出(百 万 円)

実質民 間企業設 備(百 万 円)

ごみ収 集搬入量(ト ン)

ごみ処 理 手数料(円)

ごみ資源化(ト ン)

ごみ総 処分量(ト ン)

時間(=100,101,102,103,…)

名 目市 内賃金 率(千 円)(-DEI/EI))

実質市 内賃金 率(千 円)(-WR×goo/DFczE)

名 目市 民賃金 率(千 円)(=ZEI/EZ)

実質市 民賃金 率(千FID(二}7Rz×100/DFczE)

要素 費用表示 の市民 雇用者 所得(百 万 円)

実質 市民雇用 者所得(百 万 円)

要素 費用表示 の市民 所得(百 万FD

実質 市民所得(百 万 円)
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付表

[表1]ご み処理手数料の推移

1974年4月

1976年4月

1978年4月

1984無 三2月

1993左F4∫ ヨ

1997年1月

lkg

lkg

lkg

lkg

ikg

lkg

7円(処 分地搬入2円,工 場 搬入3円)

11円(施 設 搬入3円50銭)

15円(施 設 搬入5円)

17円(施 設搬 入6Fj)

26円(施 設搬 入9円50銭)

26円(粗 大 ごみ:lkgに っ き26円 を基準 と して規 則 で定 め る)

[表2]粗 大 ごみの品目別手数料表

200円 映 像 音響 機器,ス トー ブ類,扇 風機,掃 除機 食 器乾燥 機 米 びつ
,パ

ソコ ン本体,ワ ープ ロ,布 団,椅 子,ゴ ル フ用 品,ス キ ー用 品等

500円

1,耐

電 子 レ ン ジ,ガ ス コ ン ロ,パ ソ コ ンデ ィ ス プ レー,テ レ ビ(20型 未 満),

テ レ ビ台,こ た っ,カ ー ペ ッ ト,自 転 車,戸 棚,鏡 台,げ た箱 ,ス テ レ

オ セ ッ ト(幅80cm未 満),ミ シ ン,

ト小 屋,等

湯沸機,応 接 椅 子(1人 用),ペ ッ

繭
2,20

洗濯機 衣類乾燥 機 テ レビ(20～25型),流 し台,畳,テ ー ブル,冷

蔵庫(150,Q未 満),書 棚(幅1m未 満),食 器棚(幅1m未 満),ベ ッ ド

(枠の み),浴 槽,洗 面化粧台等

た ん す(高 さlm以L),冷 蔵 庫(150遡 ～25Q.Q),エ ア コ ン室 外,カ ラ

オ ケ セ ッ ト,ス テ レオ セ ッ ト(幅80cm以 上),サ イ ドボ ー ド,食 器 棚

(幅lm以 上),両 袖 机 等

適 正 処 理 困 難 物:テ レ ビ(25型 以 上),冷 蔵 庫(250乏 以 上),ス プ リン

グマ ッ トレス の3品 目(平 成7年12月51ml告 示)

[表3]中 継基地

施 設 名

港北輸送事務所

磯子輸送 事務所

戸塚輸送 事務所

神明台輸送事務所

神奈川輸送事務所

長坂谷輸送事務所

竣r 形式 処理能力

昭和50年8月

昭和59年3月

昭和62年12月

平成3年8月

平成6年3月

平成6年12月

ピ ッ ト ・ク レー ン

コ ンパ ク タ ・コ ンテ ナ

コ ンパ ク タ ・コ ンテ ナ

コ ンパ ク タ ・コ ンテ ナ

コ ンパ ク タ ・コ ン テ ナ

平 面 中継

280t/日

500t/日

200t/日

500t/目

400t/日

300t/日
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[表4]焼 却工場

L場 名

港 南 工 場

栄 工 場

保士 ケ谷工場

都 筑 工 場

鶴 見 工 場

[表5]資 源化施設

瓢 工
焼 却 能 力 処 理 方 法 破砕能力

昭和49年3月 900%24h 全連続燃焼方式 60t/5h

昭和51年8月 1,500t/24h 全連続燃焼方式 fiOt/5h

昭和55年6月 1,200t/24h 全連続燃焼方式 60t/5h

昭和59年3月 1,ZOOt/24h 全連続燃焼方式 160t/5h

¥r成7年3月 1,200t/24h 全連続燃焼方式 一

施 設 名 竣

グ リー ンコ ンポ ス ト製造施設

緑 資 源 選 別 セ ン タ ー

戸 塚 資 源 選 別 セ ン タ ー

鶴 見 資 源 化 セ ン タ ー

平成

平成

平成

平成

[表6]粗 大 ごみ処理施設

]:

平成4年3月

平成5年3月

平成7年6月

平成7年9月

処 理 能 力

5t/時

40t/日

60t/日

50t/日

匪
「颪 … 名
見資源化 セ ンター

竣

平成7年9不 燃性粗大ごみ

可燃性粗大ごみ
__________⊥___________

1_ 処理鋼

[表7]収 集 施設(み な とみ らい21地 区)

施 設 名 稼 働 開 始 収 集 区 域 計画収集量 収 集 管 路 2次 輸 送

管路収集施設 平年3年4月 180ha

匡

約160t/日 口径500mm

延 長 約13km

コ ンテナ輸送

[表8]最 終処分場
　

処分 場 名 開設時期

神明台処分地

南本牧処分場

埋立地面積 全体容量 残余容量

昭 和48年10月495,000㎡s,049,7003m2,663,166㎡

(埋 立方 法=サ ン ドウ ィ ッチ及 びr法 準 好 気 性)

平成5年ll月210,000㎡2,990,000m1,915,382㎡

(埋 立 方 法:浮 桟 橋 に よ る薄 層 埋 立 工 法)
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